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たのである。2003 年 3 月 31 日、日本政府は私立各種学校であるインターナショナルスク
ール 13 校に同制度を適用したのである。海外からの優秀な人材を呼び込む手段として捉え
た日本経済団体連合会（経団連）や日本政府の意図があったものの、同制度を私立各種学











月 14 日、2020 年 1 月 5 日閲覧、https://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2002/031/index.h
tml; 「衆議院文部科学委員会第 7 号」『国会議事録』2003 年 4 月 2 日 河村建夫文部科学
副大臣『国会議事録検索システム』、2020 年 1 月 5 日閲覧、http://kokkai.ndl.go.jp/
6 東京韓国学校は、1954 年 4 月に在日本大韓民国居留民団が設立した学校である。
7 横浜中華学院は、1897 年に孫文により設立された学校である。設立当時は、中西学校と
いう名称であったが、1898 年に大同学校に校名を改めた（横浜中華学院ホームページ『横










イ及びロの各種学校及び団体を指定する件」平成 22 年 4月 30日文部科学省告示第 82号『文
部科学省』、2020 年 1 月 5 日閲覧、http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/mushouka/1320158.
htm; 文部科学省「高等学校等就学支援金制度の対象として指定した外国人学校等の一覧」
『文部科学省』、2020 年 1 月 5 日閲覧、http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/mushouka/130
7345.htm
3






れつつある。朝日新聞のアンケートによれば、2006 年から 2007 年に 28 都道府県で交付さ
れてきた補助金は、2017 年には 16 都府県で凍結された11。16 都府県の地方自治体がいず
れも予算を計上しなかったのである。その主な理由としてあげられたのは、北朝鮮の動向




















査―」『朝日新聞デジタル』2017 年 8 月 6 日、2020 年 1 月 5 日閲覧、http://www.asahi.com/
shimen/20170806/index_tokyo_list .html
12 文部科学省「朝鮮学校に係る補助金交付に関する留意点について（通知）」『文部科学省』、
2019 年 1 月 31 日閲覧、http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/1369252.htm
13 「朝鮮学校 3 県が補助金不交付 16 年度、文部省通知で」『毎日新聞』、2017 年 4 月 13







































































『在日朝鮮人史研究』39、（2009 年）、163-191 頁; 松下佳弘「占領期京都市における朝
鮮人学校政策の展開―行政当局と朝鮮人団体との交渉に着目して―」『日本の教育史学―教
育史学会紀要―』54、（2011 年）、84-96 頁; 松下佳弘「占領期朝鮮人学校の教育費問題
―『国庫負担請願』の背景とその意味―」『朝鮮史研究会論文集』50、（2012 年）、177-201
頁 ; 松下佳弘「朝鮮人学校閉鎖措置以降の私立学校設置認可―京都府の事例から（1949 年






























19 Andreas Wimmer, Nina Glick Schiller, “Methodological nationalism and beyond: nation-s
tate building, migration and the social sciences,” Global Networks 2(4), (2002): 302, acces
sed November 12 2019, https://onlinelibrary.wiley.com/toc/14710374/2002/2/4; 佐藤成基「第




























































































20 Rogers Brubaker and Jaeeun Kim, “Transborder Membership Politics in Germany and Korea,”















































らである。さらに、ICRC は約 60 カ国に駐在事務所を設置し、地位協定を締結しており国
家のような条約締結権を各国から認められてきた経緯もある23。それゆえ、ICRC は自身を
NGO として位置付けず国際法人格として自己規定している。
しかし、上述したように、国際関係の観察者は ICRC を INGO と位置付けている。その
理由は、ICRC 規程第二条の解釈に求められる。同上第一項では、ICRC はスイス国内法人
であると規定されている24。国際法では国内法人に国際法人格性を認めないという一般理
論が存在するため、その理論に従えば NGO に留まるのである。また、ICRC は国際連合な
どの政府間国際機構（International governmental organization, IGO）から独立していること
からも、INGO として位置付けることができるのである25。
21 最上敏樹『国際機構論講義』（岩波書店、2016 年）、249 頁。
22 ICRC, “Statutes of the International Committee of the Red Cross,” ICRC, 01 January, 2018,
accessed 26 December 2019,
https://www.icrc.org/en/document/statutes- international-committee-red-cross-0; Gabor,
Rona. “The ICRC’s status: in a class of its own,” ICRC, 17 February 2004, accessed 23 July 2017,
https://www.icrc.org/eng/resources/documents/misc/5w9fjy.htm
23 赤十字国際委員会「よくある質問集」『赤十字国際委員会』、2019 年 12 月 26 日閲覧、ht
tp://jp.icrc.org/faq/
24 ICRC, “Statutes of the International Committee of the Red Cross.”
25 David P. Forsythe, and Barbara Ann J. Rieffer-Flanangan, The International Committee of the





































1950 年 10 月から開催された日韓予備会談における在日朝鮮人の国籍および朝鮮人学校を
めぐる両国の取り決めについて論じる。
第五章では、朝鮮人学校が私立各種学校としていかに存続することになったのか、その












































ヒストリー入門』（山川出版社、2010 年） ; 羽田正『新しい世界史へ―地球市民のための




Writing history in the global era, (New York: W.W. Norton, 2014.)、Bruce Mazlish, The new
global history, (New York; London: Routledge, 2006.)、Akira Iriye,Global and transnational

































31 Wimmer and Glick Schiller, “Methodological nationalism and beyond,” 325.
32 Richard Drayton & David Motadel, “Discussion: the futures of global history,” Journal of
global history13(1), (2018): 3, 13.




















館において『日朝関係（出入国関連案件）昭和 31 年 2 月 1 日』、『日朝関係（出入国関連案
件）昭和 34 年 2 月 1 日』、『北鮮領事関連事務 1958.2.26』、『在本邦外国人出入国関係雑件
朝鮮人の部 第 1 巻』、『在日朝鮮人の北朝鮮帰還問題一件 第一巻』が公開され、帰国
事業と送金に関する新たな事実を発見することができた34。
さらに、ICRC および British Red Cross や Wilson Center が北朝鮮関連の史料を公開し、
その中で送金にかかわる史料を発見した。ICRC においては、送金計画に関するファイル
が保存されていた。それが、「Généralités concernant les secours matériels（General infor
mation on material relief）」というファイルである。このファイルは、帰国事業関連文書
が保存されている「Résidents étrangers, éventuellement en résidence forcée; Évacuations（F
oreign residents, possibly in forced residence; Evacuations）」とは異なるカテゴリーとして
34 詳細のファイル番号などは巻末を参照。
17

























1945 年 8 月 14 日、日本がポツダム宣言を受諾し日本の無条件降伏が決まった。その翌


































日朝鮮人問題―SCAP の対在日朝鮮人政策 1945-1952―』（勁草書房、1997 年）、[以下、
『戦後日本政治と在日朝鮮人問題』と略記]。
20
第一章 朝鮮人学校の設立と 1.24 朝鮮人学校閉鎖令
第一章では、1945 年 8 月に日本の全国各地において朝鮮人学校が設立される過程および
1948 年 5 月に朝鮮人学校が私立学校化する過程を論じる。
第一節 朝鮮の解放と朝鮮人学校の設立
第一項 帰還と残留
日本の降伏が発表された当時、推計 220 万 6541 人2の朝鮮人が日本にいた。それらの者
の多くは、朝鮮解放の知らせを受け、朝鮮への帰還を急いだ。解放直後、山口県長門市の
仙崎、下関、博多などの港町は祖国への帰還を急ぐ朝鮮人であふれた。日本政府によれば、
解放直後から 1950年 11月 19 日までに日本政府や占領軍が実施する計画輸送によって帰還







2 1945 年 8 月 15 日の時点での推計（田村紀之「内務省警保局による朝鮮人人口―総人口・
男女別人口―」『経済と経済学』46、（1981 年）、57-58 頁。）。
3 「南朝鮮」への帰還者の内訳は、1945 年 8 月から 1946 年 3 月までに 94 万 438 人、1946
年 4 月から同年末までに 8 万 2900 人、1947 年には 8392 人、1948 年には 2822 人、1949 年
には 3482 人、1950 年には 2294 人であったとされている（外村『在日朝鮮人社会の歴史学
的研究』、369 頁。）。




と現状』（湖北社、1975 年）、67-68 頁 ; 金太基『戦後日本政治と在日朝鮮人問題』、185 頁。）。
5 協和会とは、内務省、警察当局を中心とした在日朝鮮人に対する統制機関の中央組織で
ある（樋口雄一『協和会―戦時下朝鮮人統制組織の研究―』（社会評論社、1986 年）、86-87




























































































本共産党だった。1945 年 12 月、日本共産党第第四回全大会において一部の在日朝鮮人が
15 坪井『在日同胞の動き』、83-84 頁。























が副部長に任命された24。1946 年 2 月に発表された金斗鎔25の論文「日本における
朝鮮人問題」では、在日朝鮮人運動を「日本の人民闘争」へ結び付け、「強力に緊密に結合
させる」ことが重要だと主張されている26。1947 年に入ると、在日朝鮮人の日本共産党員



























となった。先述した帰還者数および 1947 年の外国人登録者数が約 59 万 8 千人であること
から推計すると約 60 万人の朝鮮人が解放後も日本に留まったと考えられる30。これらの者
の多くは、「南朝鮮」出身者であった31。先述したように、北朝鮮への帰還者よりも南朝鮮





1940 年と 1959 年の構成比はほぼ同じだという。1940 年代において「南朝鮮」出身者は、
約 95.8%だった。その内訳は、慶尚北道 24.6%、慶尚南道 37.1%、全羅南道 19.2%、済州島















Scientific Section、ESS）は、1945 年 9 月に「金、銀、有価証券及び金融証明等の輸出入統






らは除いた（内務省警保局『社会運動の状況』（1940 年）。）。それに対し、1959 年は約 97.1%
であった。その内訳は、慶尚北道 38.6%、慶尚南道 25.6%、全羅南道 10.4%、済州島 14.2%、







34 SCAPIN-44 (22 Sep 45) : Controls over export and imports of gold, silver, securities and
financial instruments.








国家再建や 1945 年 12 月のモスクワ協定をめぐって様々な勢力が対立していた。不安定な
状況におかれている朝鮮に帰還するよりも、日本で生活を続ける方が安定した生活を送れ
るのであった37。




















38 Press Release: Korean must report to reception centers when called or forfeit recognitio
nas Korean nationals, from Ggeneral Headquaters United States army forces, Pacific Public
Relation Office,12 November 1946, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04143-04146.
39 Ibid.
40 Ibid.
41 明治 44 年 8 月 24 日勅令第 229 号



















である。そうした状況を踏まえ、1946 年 10 月、朝連第三回全国大会において「教育及啓




































示されている。1946 年には、朝連初等学校が 525 校展開され、1948 年 4 月までは増加傾向
にあった55。しかし、1949 年 7 月に学校数および児童生徒数が激減している。この激減に
は、後述する 1.24 学校閉鎖令および阪神教育闘争の影響があったと推察される。
48 「朝連第九回中央委員会」1947 年 1 月、金徳龍『朝鮮学校の戦後史』、32 頁。
49 Intra-section memorandum, From Chief Education Division To Chief CIE, Korean Educat
ion Problem, 24 April 1948. GHQ/SCAP Records, Civil Information and Education Section













下の図表 3 と図表 4 の通りである。推定児童数から朝鮮人学校に在籍している児童を算出
したものである。図表 2 で示されている児童生徒数と、図表 3 と 4 の合計数の間には多少
の齟齬がある点には留意が必要である。
図表 3 は、初等学校を対象とした統計である。1946 年 10 月には、推定児童数のうち約
62.1％の児童が、朝鮮人学校に通っていたという。1948 年 4 月までは、朝鮮人学校への在




年 10 月には、推定児童数のうち約 4.6％の生徒が、朝鮮人学校に通っていたという。1948











年月 朝鮮人学校在籍児童数 推定学齢児童数 朝鮮人学校在籍率
1946年10月 42,182 67,957 62.10%
1947年10月 46,961 72,742 64.60%
1948年4月 53,000 76,144 69.60%
1949年5月 32,368 80,614 40.20%
1952年4月 14,144 109,693 12.90%




さらに、1946 年 10 月には在日本朝鮮居留民団（民団）が結成され、朝連とはまた異な
る民族学校を建設した56。民団は、朝連に対抗する在日朝鮮人団体であり、後に韓国政府



















衆新聞』、1946 年 6 月 5 日。
年月 朝鮮人学校在籍生徒数 推定学齢生徒数 朝鮮人学校在籍率
1946年10月 1,180 25,540 4.60%
1947年10月 2,761 27,587 10.00%
1948年4月 3,300 29,805 11.10%
1949年5月 4,555 31,335 14.50%
1952年4月 2,914 36,622 8.00%
























61 I Corps, G-2 Intelligence Summary, No.5, June 16-July 15, 1946, p.5., RG407, Reports
relating to World War II and Korean War combat operations and to activities in occupied
areas 1940-1954, 国立国会図書館憲政資料室所蔵, WOR22247.
62 “The Korean Minority in Japan,” June 15, 1947, p.4., GHQ/SCAP Records, Assistant C
hief of Staff(G2), 国立国会図書館憲政資料室所蔵, GS(B) 01617.
63 I Corps, G-2 Intelligence Summary, No.19, 1 Sept to 30 Sept, 1947, p.4., RG407, Repo
rts relating to World War II and Korean War combat operations and to activities in occupi
ed areas 1940-1954, 国立国会図書館憲政資料室所蔵, WOR-22250.
64 たとえば、1946 年 5 月 13 日に起きた長崎警察署襲撃事件、同年 8 月 5 日に富山駅で起






1946 年 5 月頃には、「不法入国」者の問題から派生して、南朝鮮地域で発生したコレラが
「不法入国」者により日本に「輸送」される可能性を占領軍は恐れた。実際に、1946 年 6




















Records, Assistant Chief of Staff (G-3)」『国立国会図書館』、2018 年 2 月 19 日閲覧、http:/
/rnavi.ndl.go.jp/kensei/entry/G3.php
68 SCAPIN-1015 (12 June 1946) GC, Suppression of illegal Entry into Japan.
69 テッサ・モーリス=スズキ、辛島理人訳「占領軍への有害な行為」『継続する植民地主義
―ジェンダー/民族/人種/階級―』、岩崎稔他編、（青弓社、2005 年）、58-94 頁。
70 General Headquarters, Supreme Commanders for the Allied Powers, History of the nonm
ilitary activities of the occupation of Japan, 1945-1951, vol. 16, (日本図書センター, 199
0): 108-109.





はあったものの、始めから干渉することはなかった。1946 年 8 月 28 日、民間情報教育局
（Civil Information and Education Section、CIE）73の職員であるウィグルワース（Edwin



















































74 Memorandum from Edwin F. Wigglesworth (CIE E/D) to Lt Colonel Orr, Separate Kore
ans in Gifu Prefecture, 29 August 1946, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04143-04146.
75 軍政団（Military Government Units）とは、極東における米国の陸軍部隊である第八
軍の下部組織である。軍政団は、日本の各地域に設置された。
76 Letter from SCAP to 107th Military Government Headquarters & Headquarters Company,
Separate Koreans in Gifu Prefecture, 31 August 1946, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04143
-04146.
36
















77 Memorandum from SBS to Colonel Beasley, CIE Branch, Hqs Eighth Army, MG Sectio
n, 1 DEC 1947, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 06899-06903; Press Release: SCAP Spokesm
an Clarifiers Status and Treatment of Koreans in Japan, from General Headquarters United
States Army Forces, Pacific Public Relation Office, 20 November 1946, GHQ/SCAP Reco
rds, CIE(C) 04143-04146.
78 この質問内容は史料に示されていない。
79 Intra-section memorandum from Chief, Education Division to Chief, CIE, Korean Educat

































82 初等教育教材編纂委員会編『オリニ國史』下巻、1947 年 1 月 5 日 122-123 頁、朴慶植


















阪にある八・一五政治学院であった。八・一五政治学院は、1946 年 2 月 26 日に開催され
た朝連二全臨時大会の決議に基づいて開設されたものであり、義務教育学校とは異なり、
朝連の幹部や活動家を養成する学校であった83。同学院では共産主義教育がなされていた。














83 坪井『在日同胞の動き』、97-99 頁、226 頁。
84 From Malcome Craig to Commanding General I Corps, Enforcement of Japanese Law A
gainst Koreans, 12 September 1947, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04143-04146.
85 Letter from SCAP to Osaka MG Team, Enforcement of Japanese Law Against Koreans,














齢を、9 月 30 日までに申請するよう指示し、この期限を過ぎても申請がなければ、学校を
閉鎖もしくは全職員を逮捕するか朝鮮半島に送還させることになると告げた90。しかし、
県が督促しても、認可申請の手続きを行った学校は、34 校中たった 10 校のみであった。
12 月 1 日、山口軍政チームは山口県知事に朝鮮人学校に手続きを行うよう再び指令した91。






た。1947 年 11 月に（朝連組織内における）教育委員会が設けられ、定期的に会合が開か
れた。その第二回会合では、朝連の教育は日本の法令に従うべきか否かが議題とされたん
どえある。日本の法令に従う場合は「文部省の認可を受けなければならず」、そして「教育
88 Letter from Hqs Yamaguchi MG Team to Commanding General, Eighth Army, Special Report,
4 December 1947, 1p/1, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04236-04238.
89 Ibid.
90 From Directors of Education and Police Department, to Chief of Local Office and May
ors of Ten Cities, Concerning Register of Korean Schools, Teachers and Pupils., 25 Septe
mber 1947, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04143-04146.
91 From Headquaters Yamaguchi Military Government Team Yamaguchi, Honshu, Japan, to
The Governor, Yamaguchi Prefecture, Thru: Yamaguchi Liaison Office, Enforcement of SC
AP Directive, 1 December 1947, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04143-04146
92 Letter from Hdq Yamaguchi MG Team to Commanding General, Eghith Army, Special Report,

























93 「朝連第 13 回中央委員会会議録」1948 年 1 月 27 日～30 日、43 頁、朴慶植編『在日朝
鮮人関係資料―戦後編―』第 1 巻、（不二出版、2000 年）、254 頁。
94 「朝連第 13 回中央委員会会議録」、187 頁、朴慶植編『在日朝鮮人関係資料』第 1 巻、2
90 頁。
95 「朝連第 13 回中央委員会会議録」1948 年 1 月 27 日～30 日、金慶海編『在日朝鮮人民
族教育擁護闘争資料集Ⅳ』、（明石書店、1988 年）、23-25 頁。












が若干の修正を加えた98。そのうえで、1948 年 1 月 24 日、文部省は、「朝鮮人学校設立の
取扱いについて」と題する通達を都道府県知事宛てに発したのである。これが 1.24 学校閉
鎖令と呼ばれるものである。その内容は次の通りである。













97 From Mark T. Orr, Chief, Education Division, to CI&E Section, Interim Report on Korean
school problem, 15 January 1948, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04143-04146.
98 Ibid.; 金太基『戦後日本政治と在日朝鮮人問題』、398 頁。
99 学校教育法第八条「校長及び教員（教育職員免許法の適用を受ける者を除く。）の資格
に関する事項は、別に法律で定めるもののほか、監督庁がこれを定める。」
100 小学校に関しては、学校教育法第二章（第 17 条から第 34 条まで）で規定されており、
中学校に関しては同法第三章（第 35 条から第 40 条まで）で規定されている（文部科学省























在日朝鮮人は、この閉鎖命令に強く抵抗した105。特に、3.1 独立運動を記念して 1948 年
3 月 1 日に各地方で開催された「三・一節二九周年記念大会」は、全国的な閉鎖反対運動
101 文部省学校教育局長より文部省大阪出張所長、都道府県知事宛通達「朝鮮人設立學校
の取扱いについて」（官学 5 號）1948 年 1 月 24 日 , GHQ/SCAP Records, CIE(C) 06899-069
03.
102 ルイス・シ・ハットン少佐より兵庫県教育部長宛「朝鮮学校について」（兵庫軍政部発
0008 号）1948 年 3 月 5 日（小沢有作編・解説「第一編 在日朝鮮人教育にたいする日本政
府の政策」、19-20 頁。）。
103 「朝鮮人設立学校の取扱いについて」1948 年 2 月 17 日（同上、20 頁。）。; 『日高ノー
ト』1948 年 1 月起Ⅳ(1) 、国立教育政策研究所教育図書館所蔵。
104 4.24 阪神教育闘争を記録する会『4.24 阪神教育闘争』（ブレーンセンター、1988 年）、1
91 頁。
105 金薫「朝連 13 中委の決定を生かそう―組織のための組織を、闘争のための組織に―」
『解放新聞』、1948 年 2 月 10 日 ; 元容徳「朝連 13 中委の決定を生かそう―民族文化教育


























107 「植民地的愚民政策―朝鮮人教育實態에全然無知」『解放新聞』、1948 年 3 月 25 日。
108 「朝日人民共同으로八萬大衆의示威―大阪―」『解放新聞』、1948 年 3 月 10 日。
109 「제제제제 어린애를 안고 寒夜에 24 時間闘争―山口縣敎育彈壓反對人民大會―」（「お母
さんは子どもを抱いて寒空で 24 時間闘争―山口縣敎育彈壓反對人民大會―」）『解放新聞』
、1948 年 4 月 15 日。
110 「敎育自主性確保에廣汎한動展開」『解放新聞』、1948 年 4 月 1 日。
111 李殷直『「在日』民族教育の夜明け―一九四五年一〇月～四八年一〇月―』、高文研、
2002 年、606-641 頁。
112 「朝鮮人聯盟と交渉経過概要」1948 年 5 月 6 日『在本邦諸外国人学校教育関係朝鮮人
學校関係』、日本外務省文書、外務省外交記録 14 回公開 I’-0.0.4.3、外務省外交史料館所蔵。
44
まりを強化した。神戸においては、1948 年 4 月 23 日、市長が借用校舎の返還を求めて返
還命令が下った朝連経営の 3 校に占領軍と警官隊が押し寄せた113。そして、在日朝鮮人児
童は学校から強制的に追放された。このような神戸地区における騒乱に対し、マッカーサ








が生じた。この日、1 万 5 千人の在日朝鮮人が府庁に押し寄せ、その代表者らは閉鎖令を
撤回してほしいと府知事に面会を申し込んだ。代表者以外の在日朝鮮人も府庁内に押し寄
せ、これに対し副知事が退去命令を下したが在日朝鮮人側は応じなかった。この事態に直










113「衆議院本会議第 44 号」『国会議事録』1948 年 4 月 30 日、鈴木義男衆議院議員（日本
社会党）。
114 金賛汀『非常事態宣言 1948―在日朝鮮人を襲った闇―』（岩波書店、2011 年）、104-10
6 頁。
115 To Education Division, General Eichelberger’s Statement, Immediate release, With The
Eighth Army in Kobe, 27 April 1948, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04143-04146.; To Willi
am J. Sebalt, Esquire, United States Political Advisor, Tokyo, From Douglas Jenkins, Jr..
American Consul, May 11, 1948, Enclosure to Tokyo’s No.270, Korean Demonstrations in
Kobe, Japan. Tokyo, May, 11, 1948. No.270, RG59, 894.4016/5-1248CS/V, NARA, 国立国
会図書館憲政資料室所蔵 , SIJ-3 R-15.
116 4.24 阪神教育闘争を記録する会『4.24 阪神教育闘争』、193-194 頁;「参議院治安及び地
































118「衆議院治安及び地方制度委員会第 37 号」『国会議事録』1948 年 6 月 11 日、松澤兼人
（日本社会党）。
119 「衆議院本会議第 43 号」『国会議事録』1948 年 4 月 27 日、森戸辰夫文部大臣（日本社
46
治安の問題へと発展したことを意味した。


























5 月 3 日には交渉内容がまとめられ、5 月 5 日に「朝鮮人学校に関する問題について」（以




121 「衆議院文教委員会 3 号」『国会議事録』1948 年 5 月 5 日、森戸辰夫文部大臣。
122 Report of Conference reported by D. R. Nugent, Korean School Situation, 26 April 1948,
GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04143-04146.
123 「朝鮮人聯盟と交渉経過概要」1948 年 5 月 6 日『在本邦諸外国人学校教育関係朝鮮人
學校関係』、日本外務省文書、外務省外交記録 14 回公開 I’-0.0.4.3、外務省外交史料館所蔵。
124 金太基『戦後日本政治と在日朝鮮人問題』、420 頁。
125 「1948 年 5 月 5 日『在日朝鮮人教育対策委員会代表と文部当局との間に覚書交換』」（小
沢有作編・解説「第一編 在日朝鮮人教育にたいする日本政府の政策」、21 頁。） ; 学校教
育局長より都道府県知事通達「朝鮮人学校に関する問題について」（発学 200 号）昭和 23



























1948 年 4 月に 566 校 48930 人の児童がいたのに対し、1949 年 7 月には 331 校 34415 人に減
少したとのことである127。この間に閉鎖された 225 校（556-331 校）に通っていた児童は、
近隣の日本人学校への分散転校をしたか、あるいは不就学児童・生徒となったことが推察














を及ぼした。同年 5 月 10 日、朝鮮半島の南部において国連の監視下で「南朝鮮」単独選挙











1 韓国が単独選挙を実施するに至る経緯次の通りである。1945 年 12 月、モスクワ協定に
基づき、1946年 1月には米ソ共同委員会が開催され朝鮮半島問題の措置方針が話し合われ
た。しかし、米ソ間および朝鮮半島の諸勢力間においても合意が見出されず、委員会は 5
月に休会となった（「ソ連協議拒絶―朝鮮会談休会―」『読売新聞』朝刊、1946 年 5 月 10
日、1 面。）。翌年 5 月から第二次米ソ共同委員会が開催されたが、ここでも合意が見出
されず、その年の秋には再び休会となった（「ソ連代表引揚―京城会談打ち切り―」『読売
新聞』朝刊、1947 年 10 月 22 日、1 面。）。その後、米国政府は国連監視下における南北
朝鮮総選挙の実施を国連総会に提案した（下斗米伸夫『モスクワと金日成―冷戦の中の北





























2 「朝鮮民主人民共和國中央政府樹立」『解放新聞』、1948 年 9 月 18 日。
3 朴慶植『解放後在日朝鮮人運動史』、160 頁。
4 Charles K. Armstrong, The North Korean revolution, 1945-1950, (Ithaca: Cornell University
Press, 2003), 74.
5 G2 は、「諜報を担当し、占領軍のための日本語文書の翻訳、技術情報の収集、1946 年 6
月からは外国使節と SCAP の機関との間及び日本政府と占領軍との間の公式の連絡、など
を任務」する部署である。国立国会図書館「日本占領関係資料 GHQ/SCAP Records, Assi












ハ ン ド ク ス
初代議長は、この時





朝連代表は参加がかなわなかったが、その代わりに 12 月 23 日には小舟を使って朝連代表
が日本海／東海を渡り訪朝したという12。この時、朝連代表は金日成と接見し、金は「共
和国政府の周囲に固く集まり、自主独立国家の海外公民としての高い誇りと自負心をもっ
9 「北鮮旗の掲揚禁止に関する総司令部渉外局発表」1948 年 10 月 14 日、外務省政務局特
別資料課編『在日朝鮮人管理重要文書集』、173-174 頁。
10 竹前『GHQ』、92 頁。

































屯の第 14 連隊が、10 月 19 日、済州島への出動を拒み麗水において反乱を起こした。この
反乱は、軍隊内の左翼を摘発処分する「粛軍」を恐れた左派将兵によるものだった19。麗
13 김일성「재일조선동포들은 자주독립국가의 해외공민된 긍지와 자부심을 가지고 살아
야 한다―조선민주주의인민공화국창건 재일조선인 경축단과 한 담화 1948 년 12 월 23 일
―」『재일조선인운동의 강화발전을 위하여』（조선로동당출판사、1997 년）、p. 5. （金
日成「在日朝鮮同胞は自主独立国家の海外公民としての誇りと自負心をもって生きなけれ






18 各国政府発表では犠牲者の数に幅がある（Bruce Cumings, The Orgins of the Korean War:





















20 「悲惨な歴史忘れない 韓国『済州島 4・3 事件』から 65 年、あす追悼の集い」『朝日
新聞』朝刊、都区内版、2013 年 4 月 23 日、28 面; 「済州島の悲劇、封印解く 在日らに
継ぐ記憶 60 年前の 4・3 事件体験者」『朝日新聞』夕刊、大阪本社版、2008 年 4 月 2 日、
1 面 ; 中野晃「60 年ぶり、故郷済州島へ 独裁下の韓国を逃れた在日女性 4・3 事件慰霊
式参加」『朝日新聞』夕刊、東京本社版、2008 年 3 月 29 日 18 面。











































24 法務省入国管理局『出入国管理―その現況と課題―』、（1976 年）、120 頁。
















この状況下で、田中は朝鮮人学校に関心を向ける。1948 年 12 月、田中は山口県下に未
認可の朝鮮人学校が存在すると、総司令部と文部省学校教育局長である日高第四郎に報告
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30 Memo for Record, From Deputy Chief Education Division, To the Chief Education Divi
sion, Korean School Problem, 20 December 1948, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04236-0423
8.
31 Memorandum from Theodore A. Faulkner, Field Liaison Officer, To OIC Liaison and In
vestigation Branch, Korean School Problem, 18 January 1948, GHQ/SCAP Records, CIE(C)
04224.
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た。国立国会図書館「日本占領関係資料 GHQ/SCAP, Records, General Headquarters, Dep
uty Chief of Staff, Diplomatic Section, Allied Council for Japan - Public Information Secti
on, Public Information Section, Office of the Chief of Staff and Provost Marshal Section」
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34 Memorandum for the Record, from Theodore A. Faulkner, 17 January 1949, GHQ/SCAP
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CIE は、第八軍のシェパード（W. P. Shepard）軍政司令官と非公式協議を行った。協議が
開かれた日付は史料に示されていないが、フォークナーの実態調査が 2 月中旬であること、
また CIE とシェパードの協議の報告書の日付が 4月 16日と示されていることを考えると、














38 Memorandum for the Chief of Staff, Korean Problem in Yamaguchi Prefecture, 16 April 1949,
GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04235-04236.
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f. 第八軍は 24 歩兵師団司令部に SC AP IN212（「教師及び教育関係者の調査、適格審査












しかし、再び開かれた CIE と G2 の協議では、上記のような現場の声は退けられた。こ
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用を日本政府に負担させる方針をとってきた。4 月 19 日には、中央大会の決議に基づいて
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62 渡部義通は、日本共産党議員である。1949 年 1 月 23 日第 24 回衆議院銀総選挙にて初当
選した（「渡部義通衆議院議員」『国会議員白書』、2018 年 12 月 23 日閲覧、http://kokkai.su
gawarataku.net/giin/r00521.html）。
63 文部委員会付託「朝鮮人学校教育費国庫負担の請願」（第一〇三五号）昭和二四年四月
十九日受理 ;19 April 1949, Petition for A National Subsidy for Korean Schools in Japan,
GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04236-04238.
64 「参議院運営委員会第 22 号」『国会議事録』1949 年 4 月 27 日、門屋盛一（民主党）。





























CAP Records, CIE(C) 04236-04238.















5 月 21 日の文部委員会には複数の文部官僚が参席し、私立学校への国費援助が難しいこ
とが伝えられたが、その翌日には文部委員会で賛成多数を得て可決された。5月 25日には、
衆参議院両本会議にて可決された75。国会での決議を受け、複数の地方では具体的な支出
に関する討議が始められた。6 月 17 日には岡山県議会において県が朝鮮人学校の教育費を
負担することが正式に決定された76。23 日には、大阪で大阪府中河内西小学校に通う在日
朝鮮人児童一人ひとりに対し教育費を支出することが町議会で決まった77。7 月 8 日、東京
都世田谷区議会においても区が朝鮮人学校に対する教育費を負担することが、満場一致で
可決された78。さらに 7 月 21 日には兵庫県明石においても市議会長が斡旋の労を執り予算
委員会で提案することを確約した79。立法機関の決議に基づいて、地方自治体は教育費の
交付に関する実質的な手続きをとったのである。
しかし、6 月 16 日、兵庫県がこの動きに疑問を抱き文部省に問い合わせた80。これを受
け、6 月 28 日、文部省管理局長は「朝鮮人教育費の日本政府負担について」という通達を
73 「衆議院文部委員会第 28 号」『国会議事録』1949 年 8 月 23 日、千賀康治（民主自由党）。
74 「衆議院文部委員会第 28 号」『国会議事録』1949 年 8 月 23 日、水谷昇（民主自由党）。
75 昭和二四年五月二二日報告「朝鮮人教育問題等に関する請願に関する報告書」, GHQ/S
CAP Records, CIE(C) 04236-04238.;「朝鮮人学校教育費國庫負担の請願」（請第三九一号）
1949 年 5 月 22 日, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04236-04238.
76 「敎育費負擔岡山縣會通過」『解放新聞』、1949 年 7 月 1 日。
77 「敎育費負擔承認―大阪中河内西小學校―」『解放新聞』、1949 年 7 月 9 日。
78 「敎育費負擔을満場一致承認―東京・世田谷區議會―」『解放新聞』、1949 年 7 月 19 日。
79 「敎育費를確約―朝連明石支部에서―」（「教育費を確約―朝連明石支部にて―」）『解
放新聞』、1949 年 7 月 25 日。
80 問い合わせの史料自体は発見できなかったが、トレイナーCIE 教育課副課長が CIE教育
課長に宛てた文書からその形跡を確認できる。Memorandum from Deputy Chief Education
Division to Chief Education Division, Government Support for Korean Schools, 11 July 1























8 月 23 日、再び朝鮮人学校への国費負担の議題が国会に持ち出され、再び衆議院文部委
員会で審議されることとなった。ここに参加した文部省の久保田藤麿事務官は、通達の発
令に至るまでの文部省の理解を説明した上で、国会でどのように国費援助案が可決された
81 「朝鮮人教育費の日本政府負担について」（記管 25 号）文部省管理局長より兵庫県知事




83 Memorandum from Deputy Chief Education Division to Chief Education Division, Gover
nment Support for Korean Schools, 11 July 1949, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04236-0423
8.























85 「衆議院文部委員会第 28 号」『国会議事録』1949 年 8 月 23 日、水谷昇（三種自由党）。
86 原彪は、民主党議員である。1947 年 4 月 25 日第 23 回衆議院議員総選挙で初当選し、1
949 年１月 23 日第 24 回衆議院議員総選挙で二回目の当選を果たした。（「原彪衆議院議員」
『国会議員白書』、2018 年 12 月 23 日閲覧、http://kokkai.sugawarataku.net/giin/r00085.html）。
87 「衆議院文部委員会第 28 号」『国会議事録』1949 年 8 月 23 日、原彪（日本社会党）。
88 CISPS No.38, 15 March 1949, GHQ/SCAP Records, G2 03033-03064.
89 「参議院議員運営委員会第 2 号」『国会議事録』1949 年 2 月 12 日、河野義克参議院委員
部長 ; 益田事件については、「『益田事件』について―占領期在日朝鮮人の法的地位の一研
究素材―」『山陰地域研究』3、1987 年 17 頁を参照。
90 「衆議院外務委員会第 6 号」『国会議事録』1949 年 4 月 13 日、川崎秀二（民主党）。














1949 年 8 月、山口県で在日朝鮮人コミュニティ間の激しい対立が起きた。この対立の背
















94 「衆議院地方行政委員会第 36 号」『国会議事録』1949 年 8 月 24 日、斉藤昇国家地方警
察本部長官。
95 金太基『戦後日本政治と在日朝鮮人問題』、561頁 ; GS Report of Conference, 22 August 1949,
























96 GS Report of Conference, 22 August 1949, The Proposal of Dissolution, GHQ/SCAP Re
cords, GS(B) 04270-04274.
97 民団宮城県本部、建青塩竃本部が解散指定となったのは、1949 年 7 月に民団の宮城県本
部長が朝連傘下の民青の構成員を殺傷した事件を引き起こしたためである。この事件をき
っかけに「暴力主義的」であるとされた。
98 法務府特別審査局『解散理由書』179、（1951 年）、119-171 頁。



























10 月 13 日には、文部省と法務府が都道府県知および都道府県教育委員会宛に「朝鮮人
学校に対する措置について」107という通牒を発した。この通牒でも、朝鮮人学校が発学 200
号を遵守していないことが問題視され、日本の法律の厳正な遵守の必要性があるとされた。
103 Memorandum for Major Napier, Action to be taken by Japanese Government Agencies
in Regard to the Korean Schools, 20 September 1949, GHQ/SCAP Records, GS(B) 04261-
04270.
104 「朝鮮人学校の処置方針」（文管庶 55 号）昭和 24 年 10 月 6 日、国立公文書館『国立
公文書館デジタルアーカイブ』、2018 年 12 月 26 日閲覧、http://www.digital.archives.go.jp/
105 同上。
106 「朝鮮人学校の処置方針の実施に関する閣議了解事項」日付記載なし（筆者推定昭和
24 年 10 月 12 日）、国立公文書館『国立公文書館デジタルアーカイブ』、2018 年 12 月 26
日閲覧 ; 金太基『戦後日本政治と在日朝鮮人問題』、597 頁。





















10 月 19 日には、文部省は朝連経営の 92 校の即時閉鎖、その他朝連経営ではない 245 校
の改組措置を命令した（以下、10.19 学校閉鎖と略記）109。その内容は次の通りである。


























（出典：「在日朝鮮人の 20 世紀②―民族教育 差別政策とのたたかい―」『朝鮮新報』、2019
110 坪井『在日同胞の動き』、287 頁。
111 日本教育学会教育制度研究委員会、外国人学校制度研究小委員会『在日朝鮮人とその
教育資料集 第一集』（1970 年） 24 頁。
73
年 11 月 15 日閲覧、http://korea-np.co.jp/sinboj2000/sinboj2000-12/1211/71.htm）
下の図表 10 は、閉鎖および改組通告を受けた小学校の処置状況である。「10 月 19 日処













べてが不認可となった。不認可校の数は、未申請の 123 校と合わせて 222 校であった。申
請をしなかった 123 校は 11 月 4 日に自動的に閉鎖されることとなった。1950 年には、認
可を得て財団法人経営で再設立した金剛学園のような例もあるが、元々存在していた学校
の総数から考えれば非常に少ない114。




校』、2018 年 12 月 23 日閲覧、http://keonguk.ac.jp/about/）。
113 「許可した学校」昭和二十四年十一月四日, GHQ/SCAP Records, GS(A) 02503-02504.
114 学校法人金剛学園「学校沿革」『金剛学園小学校 金剛学園中学校 金剛学園高等学校』、
認可 無認可 閉鎖 改組 申請 未申請 不認可 認可














受け、大阪高裁は 11 月 17 日に大阪府による閉鎖命令の執行を停止すべきとの判断を下し












した。駐日韓国代表部は、1949 年 10 月 25 日付で DSのヒューストン（Cloyee K. Huston）
2019 年 8 月 3 日閲覧、http://www.kongogakuen.ed.jp/history/
115 from C. K. Huston to Officer of the U. S. Political Adviser for Japan, Closure of Kor
ean Schools, SDDF 894.42/5-3149, 国立国会図書館憲政資料室所蔵, SDDF 00345.
116 Memorandum for Chief of Staff, Closure of Korean Schools, from W. J. Sebalt, 20 Oc
tober 1949, SDDF 894.42/5-3149, 国立国会図書館憲政資料室所蔵, SDDF 00345.
117 「参議院文部委員会第 2 号」『国会議事録』1949 年 11 月 10 日、鈴木憲一（国民協同党）;
「衆議院本会議第 22 号」『国会議事録』1949 年 12 月 1 日、今野武雄（日本共産党）。
118 大阪高裁昭和 24 年 11 月 30 日判決（昭和 24 年（ラ）第 67 号執行停止決定取消決定に





























関する件」 1949 年 10 月 25 日、国立公文書館『国立公文書館デジタルアーカイブ』、2019
年 8 月 3 日閲覧 ; 「在日朝鮮代表部から連合国軍最高司令官に提出せられた覚書」1949 年




121 「遺憾な措置―鄭韓国代表語る―」『読売新聞』朝刊、1949 年 10 月 20 日。
122 「第 5 回国会臨時会議録 第 27 号 国会事務処」1949 年 10 月 29 日『국회 회의록 서




























123 Incoming Telegram, from Seoul Muccio to Secretary State, October 21 1949, SDDF 89
4.42/10-21 49, 国立国会図書館憲政資料室所蔵, SDDF 00345.
124 「鄭桓範氏問題化 瀆職等을 告発 居留民団서監委検察에」『東亜日報』、1949 年 10 月
21 日、2 面。




























126 「衆議院予算委員会第 11 号」『国会議事録』1949 年 11 月 26 日、中曽根康弘。







































































諸外国人学校教育関係朝鮮人學校関係』、日本外務省文書、外務省外交記録 14 回公開 I’-0.
0.4.3、外務省外交史料館所蔵。
4 同上。
5 「朝連系学校を閉鎖」『朝日新聞』西部本社版、1949 年 10 月 20 日。
6 「生徒が接収を阻止」『毎日新聞』西部本社版、1949 年 10 月 21 日 ; 「早く学校がほしい
―元朝鮮人学校児童が要求―」『毎日新聞』西部本社版、1949 年 10 月 21 日。
























8 「早急に受入れを指令―まず義務教育該当者―」『毎日新聞』西部本社版、1949 年 10 月
22 日。
9 「朝鮮学童、向山校に押寄す」『朝日新聞』西部本社版、1949 年 10 月 21 日。
10 同上。
11 「五校に収容―朝鮮学童八百名―」『朝日新聞』西部本社版、1949 年 10 月 22 日 ;「早急

































16 下関市議会『昭和二十四年十月定例市会会議録』1949 年 10 月 25 日、下関市議会所蔵（情
報公開請求日 2017 年 11 月 8 日） ; マキー（藤原）智子「在日朝鮮人教育の歴史」、63-64
頁。
17 下関市議会『昭和二十四年十月定例市会会議録』1949 年 10 月 25 日、下関市議会所蔵。
18 「申込みはわずか二名―下関の朝鮮学童収容準備整う―」『朝日新聞』西部本社版、194
9 年 10 月 26 日。





解消を意味しない。そして、25 日の午後から約 300 名の在日朝鮮人児童が市教育課に入学
の申込みを行うことになる。
さらに、入学申し込みが進む状況の中でも学校の修理が進んでいなかった。11 月 26 日
の『毎日新聞』では、「早急に朝連小学校を修理して移す方針である」という現場の状況が
描写されている21。結局、開校を予定していた 11 月 28 日になっても授業を開始する見込
みが立たなかった22。
下関市において、日本の公立学校である向山小学校の分校（大坪分校）として在日朝鮮












20 「朝鮮人児童の入学問題―申込み殺到―」『毎日新聞』西部本社版、1949 年 11 月 26 日。
21 同上。
22 「入学手続で一もめ―いつから授業？朝鮮学童―」『朝日新聞』西部本社版、1949 年 11
月 27 日 ; 下関市市史編修委員会編『下関市史―終戦-現在―』（1989 年）、516 頁。
23 東京都立朝鮮学校教職員組合情報宣伝部編「民族の子―朝鮮人学校問題―」1954 年 11
月、31 頁、朴慶植編『在日朝鮮人関係資料集成―戦後編―』第 7 巻、（不二出版、2000 年）、
286 頁。（以下、「民族の子」と略記）。
24 李珍圭「在日朝鮮人教育の現状はどうなっているか」『平和と教育』第 1 号、1953 年、






























































邦諸外国人学校教育関係朝鮮人學校関係』、日本外務省文書、外務省外交記録 14 回公開 I’
-0.0.4.3; マキー（藤原）智子「公立朝鮮人学校の開設―戦後在日朝鮮人教育に対する公費




























































32 原田満左右「朝鮮人学校と日本人教師」『師友』第 37 号、（1952 年）、14 頁。
33 Supplementary Report on Korean Situation in Okayama Prefecture, 14 July 1950, GHQ/
























































36 「朝鮮人子弟を収容している公立學校の分校の同盟休校について」 , GHQ/SCAP Recor
ds, CIE(C) 06899-06903.
37 教育基本法（旧法）は、1947 年 3 月 31 日に公布、施行された。現行法は、2006 年 12
月 22 日公布、施行された。
38 文部科学省「昭和 22 年教育基本法制定時の条文」『文部科学省ホームページ』、2018 年










































































に、在日朝鮮人父兄代表による陳情に対しては、4 月 3 日の通牒を撤回するための同盟休
校は無意味であることを説明し、速やかに生徒を登校させるよう説得を試みた。
この膠着状態を打破するために、岡山県教育委員会は 7 月、岡山県を訪問していた教育
















は、9 月 1 日から計画を実施するのが最善だと主張した57。占領軍は、警察にこの問題への
協力を求めることを約束した。
8 月 31 日、岡山県教育委員会は県内の朝鮮人学校に休校を命じた58。当日、警察も現場
53 Ibid.
54 フルネーム不明。
55 Conference, Mr. Takahata, Chief of Board of Education, Okayama Prefecture Mr. Yakamoto,
Miss Groth, Civil Education section, Mr. Baugess, Legal and Government Section, 30 August
1950, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 06899-06903.
56 Ibid.
57 Ibid.
58 Telephone, From Mr. Watanabe, official of School Affairs Section, Secretariat. Okayama
School Board, To Chief of Education and Legal Gov’t Section, 31 Aug ’50, GHQ/SCAP












これを受け、岡山県教育委員会は 9 月 8 日に関係市町村長、関係学校長宛てに、「朝鮮
人児童生徒をその該当学区の学校に就学せしめることについて」という通牒を送った65。








59 Telephone Message, From Superintendent of Education Okayama Prefecture, To Chief of
Education and Legal and Government Sections, 1 Sept 1950, GHQ/SCAP Records, CIE(C)
06899-06903.
60 Telephone, From Mr. Watanabe, official of School Affairs Section, Secretariat. Okayama
School Board, TO Chief of Education and Legal Gov’t Section, 31 Aug ’50, GHQ/SCAP
Records, CIE(C) 06899-06903.
61 Field Trip Report Korean School Situation, Okayama, To Chief, Chugoku Civil Affairs
Region, 18-19 September 1950, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 06899-06903.
62 教育長がハンバートに相談した日付は史料に示されていない。しかし、一時的な休校中
であるという会話から、1950 年 9 月中に行われた会話であると想定できる。
63 GHQ/SCAP Records, CIE(C) 06899-06903.
64 フルネーム不明。
65 岡山県教育委員会『岡山県教育史・続編』、279-280 頁。







































1949 年 10 月 19 日、文部省の通達に沿って、神奈川県では閉鎖が強行された。閉鎖の強
硬は、在日朝鮮人から強い反発を生んだ。たとえば、川崎市内には二つの朝鮮人学校が存
在した。これらの学校に通っていた川崎市の在日朝鮮人児童 500 名は、父兄 50 名とともに
川崎市役所を押しかけ、「私たちの学校を返して下さい」と訴え、閉鎖に抵抗した69。
これに対し川崎市は直接応対することはなかったが、市行政当局は二つの対応を見せた。
第一に、10 月 27 日、金刺不二太郎川崎市長70は内山岩太郎神奈川県知事71に校舎使用を要
請した72。これに対する内山知事の反応がどのようなものだったかについては、それを示
す史料が見当たらない。第二に、法務総裁に対し 11 月 1 日には、金刺は法務総裁に書簡を
送った73。その内容は次の通りである。
今般朝鮮人學校閉鎖により朝鮮人學齢児童を日本小学校に収容する為には本市とし




同年 7 月 14 日に行われた川崎市長選において無所属で当選した（川崎市『川崎市史―通史
編 4 上 現代・行政・社会―』（1997 年）、244-248 頁。）。
71 内山岩太郎は、群馬県前橋市出身であり、1907 年に東京外語学校スペイン科に入学し、
1912 年に外務省入省した。1943 年に外務省を退官し、1945 年に官選で神奈川県知事に就
任した。1947 年 4 月には公選初の神奈川県知事（無所属）となった。当選要因は、前知事
としての経験、認知度、外交官としての経験などが挙げられている。初当選以後、5 期神
奈川県知事として就任した。（神奈川県民部県史編集室『神奈川県史―通史編 5 近代・現
代(2) ―』（1982 年）、623-624 頁。）。
72 「朝鮮人學校接収校舎使用について」昭和二十四年十月二十七日『朝連學校関係綴―地
方課―』（神奈川県立公文書館所蔵）; 今里幸子「神奈川における在日朝鮮人の民族教育―
1945～1949 を中心に―」『在日朝鮮人史研究』39、（2009 年）、176 頁。
73 金刺知事が、校舎の使用願を法務府に申請した理由は、解散団体の財産管理及び処分
に関して法務府がその責任を担っていたためである。解散団体の財産管理及び処分に関し




























































11 月 5 日には、川崎市教育部長出席の下、学父兄大会が開催され、朝鮮課目を課外授業
として実施することがきまり、また在日朝鮮人講師が採用されることとなった83。そこで、
在日朝鮮人講師と日本人教諭の時間割当が決められた。児童の出欠を取るために、一時間
78 「懐しの校舎へ歸る―川崎 日本の友達に送られる朝鮮児童―」『アカハタ』、1949 年 1
1 月 6 日。
79 「日本人教師を拒否 朝鮮学童初の授業中止」『朝日新聞』神奈川版、1949 年 11 月 9
日。
80 同上。
81 「出欠をとるのに一時間半 川崎朝鮮人学校 てこずる日本人教師」『アカハタ』1949
年 11 月 12 日。
82 同上。
83 「ついに我々の先生採用 はじめの時間を朝鮮語に 川崎児童闘争の勝利」『解放新聞』、























84 「神奈川県下は同歩調 一六日代表者懇談会」『解放新聞』、1949 年 11 月 15 日。
国語 国史 地理 社会 体操
1 18 8 6 1 1
2 20 8 6 1 1
3 21 8 6 1 1
4 21 13 7 2 2 1 1
5 24 13 6 3 2 1 1









学校の分校として再利用することを要請したのであった。11 月 1 日には、神奈川県の内山
知事も法務総裁に校舎の再利用を申し入れた86。














1949 年 11 月 2 日、兵庫県では朝鮮人学校閉鎖に関係する係官が集まり、兵庫県下朝鮮
人学校の閉鎖接収の執行前、最後の協議が行われた。この協議には、岸田幸雄兵庫県知事、
85 「朝連関係接収財産の使用について」昭和二十四年十一月一日『朝連學校関係綴―地方




88 「神奈川県下は同歩調 一六日代表者懇談会」『解放新聞』、1949 年 11 月 15 日。
100
吉川覚副知事、谷本総務部長89、堀茂兵庫県教育長、そして古山丈夫神戸市警察局長が参
加した。兵庫県における閉鎖は、11 月 5 日に行われることとなり、閉鎖接収にあたって治
安上の不測の事態も想定されたので、警察官が動員されることとなった。加えて、閉鎖命
令の通告を行っても授業を止めない場合は拘引などの警察的措置をとることも確認された。
























人学校教育関係朝鮮人學校関係』、日本外務省文書、外務省外交記録 14 回公開 I’-0.0.4.3.





























96 岡本静心編『尼崎の戦後史』、（尼崎市役所、1969 年）、147 頁。
97 同上。
98 尼崎市立教育総合センター「沿革史」『尼崎市立武庫小学校』、2018 年 2 月 19 日閲覧、h
ttp://www.ama-net.ed.jp/school/e32/syokai/enkaku.html


























101 武庫村に朝鮮人が居住するようになったのは 1920 年 7 月以降である。武庫川の改修工
事に従事するため、多くの朝鮮人がこの地域に流入してきた。その後も、武庫川の朝鮮人
人口は増加し続け、1935 年には武庫村人口の 35％、1938 年には 46％を朝鮮人が占めるに
いたった。（小野寺「1940 年前後における在日朝鮮人問題の一斑」、24 頁。）。




























































校日は、12 月 7 日あるいは 8 日と正式に決められた114。


















下で開設されることとなった。1949 年 12 月、武庫小学校守部分校の設置を受け、尼崎市

















省外交記録 14 回公開 I’-0.0.4.3.
117 「朝鮮人學童の騒擾事件報告の件」神連第二三一號 昭和二十四年十二月五日『在本
邦諸外国人学校教育関係朝鮮人學校関係』、日本外務省文書、外務省外交記録 14 回公開 I’
-0.0.4.3.




















1949 年 10 月 19 日、東京都においては都内の多くの朝鮮人学校が閉鎖の対象となった。






122 1965年 7 月、大庄、大島、武庫の 3校が大島分校として統合移転され、同年 9 月には、
朝鮮人側から同分校を学校法人兵庫県朝鮮学園に移管したいとの要望がなされ、市議会や






























125 「都内二校閉鎖―廿校に通達完了―」『読売新聞』朝刊、1949 年 10 月 20 日。































127 「都内 15 校が廃校―朝鮮人学校の改組問題―」『東京新聞』、1949 年 11 月 3 日。
128 幼い頃は朝鮮におり京城中学校に進学。東京帝国大学卒業後は 1928 年に内務省に入省。
1946年に東京都教育局長、1948 年 11月から 1950年 3月まで初代東京都教育長として勤務。



























































































12 月 18 日、前月に申請していた学校の自主廃止が承認された142。これを受け、その二
139 「東京都教育委員会会議録第 25 号昭和 24 年第 12 回定例会」1949 年 12 月 17 日、開示




























144 「東京都教育委員会会議録第 25 号昭和 24 年第 12 回定例会」1949 年 12 月 17 日、開示
請求受付日 2013 年 9 月 12 日。
145 東京都立教育研究所『戦後東京都教育史上巻―教育行政編―』、（1964 年）、60 頁。





































大阪においては、1949 年 10 月の時点で 43 校（うち 16 校は無認可）の朝鮮人学校が存
在していた151。大阪は在日朝鮮人の人口が特に多く、1948 年 4 月に起きた阪神教育闘争152
が示したように、学校閉鎖に対する抵抗が強い地域であったが、朝鮮人学校のほとんどが
閉鎖に追いやられた。先述したように閉鎖を免れ存続した学校は、財団法人白頭学院が設








記録 14 回公開 I’-0.0.4.3.
152 第一章第三節参照。
153 「朝鮮人學校閉鎖に関する件」近連本第二六五號、昭和二十四年十月二十八日『在本






学校名 学級数 児童生徒数 教員数 雇用員数
第一朝鮮人小学校 8 396 15 5
第二朝鮮人小学校 6 160 10 3
第三朝鮮人小学校 6 195 12 3
第四朝鮮人小学校 6 325 11 2
第五朝鮮人小学校 7 290 12 3
第六朝鮮人小学校 7 280 11 2
第七朝鮮人小学校 6 185 11 3
第八朝鮮人小学校 6 290 11 2
第九朝鮮人小学校 3 120 6 3
第一〇朝鮮人小学校 5 140 9 3
第一一朝鮮人小学校 3 125 8 3
第一二朝鮮人小学校 3 100 7 2
朝鮮人中学校 18 917 11 8
朝鮮人高等学校 3 149 11 3








閉鎖令が下される約 1 か月前の 9 月 21 日、大阪市警視庁による情報を基に、近畿連絡
調整事務局157は外務大臣宛に、学校をめぐる在日朝鮮人側の動向に懸念を示していた。そ
の懸念とは、学校を中心として新たな在日朝鮮人団体が結成される可能性があるというも










朝連解散から約 3 か月後の 1949 年 12 月、日本共産党の朝鮮人党員指導部は、民族対策
部を設け、在日朝鮮人運動の再建を図り新たな在日朝鮮人組織の結成を進めた160。その結
昭和二十四年九月二十一日『在本邦諸外国人学校教育関係朝鮮人學校関係』、日本外務省文
書、外務省外交記録 14 回公開 I’-0.0.4.3.
156 「朝鮮人學校閉鎖に関する件」近連本第二六五號、昭和二十四年十月二十八日『在本
邦諸外国人学校教育関係朝鮮人學校関係』、日本外務省文書、外務省外交記録 14 回公開 I’
-0.0.4.3。
157 近畿連絡調整事務局とは、外務省連絡局の地方支分局の一つである。1949 年外務省設
置法に基づいて 6 月 1 日に新設された。
158 「朝連民青解散に伴う朝鮮人學校の運営狀況について」近連本第二〇八昭和號、昭和
二十四年九月二十一日『在本邦諸外国人学校教育関係朝鮮人學校関係』、日本外務省文書、


































































―』第 15 巻、（アジア問題研究所、1991 年）、95 頁。
166 大阪社会労働運動史編纂委員会『大阪社会労働運動史』、1271 頁。


























168 「一九五九年七月一日創立九周年記念 学校沿革革略史및 生徒作文集―大阪市立西今
里조선中学校―」（「一九五九年七月一日創立九周年記念 学校沿革革略史及び生徒作文集
―大阪市立西今里朝鮮中学校―」）1959 年 7 月、3 頁、『在日朝鮮人民族教育擁護闘争資料
集Ⅳ』、（明石書店、1989 年）、825 頁。

































170 NHK 教育テレビジョン「第 4 回猪飼野在日朝鮮人の軌跡」『戦後史証言プロジェクト―


































































180 「一九五九年七月一日創立九周年記念 学校沿革革略史및 生徒作文集―大阪市立西今
里조선中学校―」1959 年 7 月、8-11 頁、『在日朝鮮人民族教育擁護闘争資料集Ⅳ』、（明





















183 NHK 教育テレビジョン「第 4 回猪飼野在日朝鮮人の軌跡」『戦後史証言プロジェクト―
日本人は何をめざしてきたのか―』[TV]1:30 2013 年 7 月 27 日放送、http://www.nhk.or.jp
/postwar/index.html
合計 （日本人） （朝鮮人）
1950 120 4 11 10 1
1951 280 6 16 14 2
1952 480 10 26 20 6
1953 570 13 48 29 13
1954 460 14 47 33 14
1955 830 17 52 36 16



























た。その中でも、朝鮮人学校が日本における共産主義の源泉として見なされ、1948 年 1 月
に文部省により朝鮮人学校が閉鎖された。
























1949 年 10 月に生じた二度目の閉鎖令は、冷戦が優先される状況下で起こった。相次ぐ






































184 창립 10 주년 기념 연혁사 편찬위원회『도꾜 조선 중고급학교 10 년사』（創立 10 周年








































































あった。大韓民国政府が未だ成立していない 1947 年 8 月、大韓民国の前進である南朝鮮過
1 「對日講和の機熟す―一年以内に交渉を確信―」『朝日新聞』朝刊、東京本社版、1947


























2 Telegram from Joseph E. Jacobs to the Secretary of State, The Political Adviser in Korea
(Jacobs) to the Secretary of State, August 29, 1947, United States Department of State, Foreign
Relations of the United States (以下、FRUS), 1947, The Far East, vol. VI, (Washington:
Government Printing Office, 1972): 511-512.
3 Telegram from Joseph E. Jacobs to the Secretary of State, The Political Adviser in Korea
(Jacobs) to the Secretary of State, August 29, 1947, FRUS, 1947, The Far East, vol. VI: 511-512.
4 Ibid.
5 「南朝鮮過渡立法議院速記録（略記）第百四十六號秘書處 南朝鮮立法議院議長金奎植
座下 在朝鮮美國政治顧問ジョセフ・イー・ジェイコブ」1947 年 9 月 15 日『南朝鮮過渡



































13 Telegram from James Edwin Webb to John Joseph Muccio, The Acting Secretary of State to the
Embassy in Korea, November 23, 1949, FRUS, 1949, The Far East and Australasia (in two parts) ,




15 Telegram from Muccio to the Secretary of State, The Ambassador in Korea (Muccio) to
the Secretary of State, December 3, 1949, FRUS, 1949, The Far East and Australasia (in


























16 Dear Mr. Dulles From John M. Chang, January 4, 1951, Lot File 54-D-423: Japanese Peace
Treaty Files of John Foster Dulles, 1947-1952, Microfilm, C-43, Reel9, NA.
17 大韓民国臨時政府とは、1919 年 4 月、朝鮮の独立を目的に三・一独立運動の直後に上海
で結成された組織である。李承晩が初代大統領を務めた。
18 光復軍とは、大韓民国臨時政府の軍事組織である。
19 Memorandum of Conversation, January 26, 1951, Lot File 54-D-423: Japanese Peace Treaty
Files of John Foster Dulles, 1947-1952, Microfilm, C-43, Reel9, NA.
20 Memorandum of Conversation, by the Offer in Charge of Korean Affairs (Emmons), January 17,
1951, FRUS, 1951, Korea and China (in two parts), vol. VⅡ, Part1, (Washington: GPO, 1983): 97.
132
























21 外務省編纂「Korea and the Peace Treaty」『日本外交文書―サンフランシスコ平和条約
対米交渉―』、1951 年 4 月 23 日、（2007 年）、413-415 頁。
22 同上。















りを縮めた。英国政府は 4 月 16 日付けの「モリソン外相覚書」において韓国の講和会議へ
の参加を否定しつつも、米国政府が韓国の参加を重視しているなら英国としてはこれを強
調する必要はないとして、米国との歩み寄りを図ろうとした26。1951 年 5 月には、フラン












25 Memorandum of Conversation, by Mr. Robert A. Fearey of the Office of Northeast Asian
Affairs, April 23, 1951, FRUS, 1951, Asia and the Pacific (in two parts), vol. VI, Part1,
(Washington: GPO, 1977): 1007.
26 CAB129/45, C.P.(51)104, Japanese Peace Treaty, 16th April, 1951, Record of the Cabinet
Office.
27 Memorandum by the Deputy to the Consulltant (Allison) to the Consultant to the Secretary
(Dulles), May 16, 1951, FRUS, 1951, Asia and the Pacific (in two parts), vol. VI, Part1:
1042-1043.
28 Japanese Peace Treaty: Working Draft and Commentary Prepared in the Department of



























7 月 6 日、アチソン国務長官からムチオに返信が届いた。その返信では、韓国は対日講
和会議に招請されないという国務省の立場が明確に示されていた36。アチソンは米国のイ
30 Ibid.
31 Incoming Telegram, From Pusan To Secretary of State, July 4, 1951, Lot File 54-D-423:





























1951 年 6 月、北朝鮮政府は単独講和への気運を見越して関係各国に書簡を送った39。そ
の書簡では、米国が朝鮮を侵略し、朝鮮戦争を拡大し将来的にはアジア侵略戦争を敢行す
Japanese Peace Treaty Files of John Foster Dulles, 1947-1952, Microfilm, C-43, Reel10, NA.
37 対日講和条約の基本点について米国の考えをまとめた原則である。七原則の内容につい
ては、細谷『サンフランシスコ講和条約への道』、113-114 頁を参照。
38 박태호『조선민주주의인민공화국대외관계사 1』（사회과학출판사、1985 년）、p. 93.
（パク・テホ『朝鮮民主主義人民共和国対外関係史 1』（社会科学出版社、1985 年））


















金日成は 1951 年 8 月に開催された祖国解放 6 周年記念慶祝会において対日講和条約に
対する北朝鮮政府の最終的な立場を明らかにした。しかし、この時点ではその主張は極め
て実現性が低かった。1951 年 6 月には中華人民共和国の不参加もほとんど決まっていた44。
また、先述したように同年 7 月から 8 月には、米国と同じ陣営に属していた韓国の参加主
張さえも棄却されていた。北朝鮮は日本と陣営が異なることばかりではなく、交戦国とし
ての要件も満たさないと見なされたのであろう。








44 Draft Joint Statement of the United Kingdom and United States Gobernments, Chinese
Participation and Formosa, 19th June, 1951, FRUS, 1951, Asia and the Pacific (in two par















えば、韓国の李大統領は、1950 年 11 月には韓国が対日講和条約に招請されなかった際の









47 Outgoing Telegram, From Acheson To Amembassy, Pusan, July 6, 1951, 54-D-423: Japanese



























50 Memorandum for Japanese Ministry of Foreign Affairs, Legal Status of Koreans Resident in
Japan, 25 September 1951, GHQ/SCAP Records, GS(B) 01614-01615.




53 Press Release: Korean must report to reception centers when called or forfeit recognitionas
Korean nationals, from Ggeneral Headquaters United States army forces, Pacific Public Relation
Office,12 November 1946, GHQ/SCAP Records, CIE(C) 04143-04146.
54 To the Korean Diplomatic Mission in Japan, Tokyo, DRAFT Note to Korean Diplomatic
Mission, July 5, 1951, GHQ/SCAP Records, GS(B) 01614-01615.
139
DSの積極的な働きかけの結果、1951 年 10 月 20 日から日韓予備会談が開催されること
となった。DSは、オブザーバーとして立ち会った。同会談で解決が目指されたのは、日
韓両国における共通の問題となっていた在日朝鮮人の国籍や法的地位の問題であった。






















56 「国籍処遇小委員会議事録（第二回）」1951 年 10 月 31 日、浅野豊美、吉澤文寿、李東




























































60 「国籍処遇小委員会議事録（第三回）」1951 年 11 月 2 日、浅野他編『日韓国交正常化問
題資料』、153 頁。
61 ただし、ポツダム宣言の受諾日に朝鮮人が韓国籍を回復したという韓国政府の主張を裏














が独立の根拠だと見なしたのである。さらに韓国が 1948 年 12 月に朝鮮半島における唯一


















63 「한일회담 제 3 차 재일한교 법적지위분과위원회 경과」1951 년 11 월 2 일『동북아역
사넷』（「韓日会談第三回在日韓僑法的地位分科委員会経過」1951 年 11 月 2 日『東北亜歴























































1 月 24 日の第二四回会談では、在日朝鮮人の国籍や処遇に関して規定した条文の具体的
内容が検討された。日本側が「平和条約発効後は日本国籍を喪失する」と明記することを
69 「国籍処遇小委員会議事録（第七回）」1951 年 11 月 14 日、浅野他編『日韓国交正常化
問題資料』、167 頁。
70 「国籍処遇小委員会議事録（第六回）」1951 年 11 月 12 日、浅野他編『日韓国交正常化
問題資料』、163 頁。
71 「国籍処遇小委員会議事録（第七回）」1951 年 11 月 14 日、浅野他編『日韓国交正常化
問題資料』、168 頁。
72 「한일회담 제 12 차 재일한교 법적지위분과위원회 보고」1951 년 11 월 30 일『동북아
역사넷』（「韓日会談第十二回在日韓僑法的地位分科委員会報告」1951 年 11 月 30 日『東北
亜歴史ネット』）、2019 年 8 月 4 日閲覧、
http://contents.nahf.or.kr/directory/item.do?levelId=kj_002_0020_0150



























74 「제 24 차 재일한교 법적지위분과위원회 경과보고」1952 년 1 월 24 일『동북아역사넷』
、（「韓日会談第二十四回在日韓僑法的地位分科委員会経過報告」1952 年 1 月 24 日『東北
亜歴史ネット』）2018 年 2 月 19 日閲覧、
http://contents.nahf.or.kr/directory/item.do?levelId=kj_002_0020_0270
75 「在日韓国人の国籍及び処遇に関する日本側提案(案)」1952 年 1 月 26 日、浅野他編『日
韓国交正常化問題資料』、243 頁。
76 「在日朝鮮人の国籍処理に関する日韓双方の見解対照」1953 年 6 月 18 日、浅野他編『日
韓国交正常化問題資料』、334 頁。

















































一方、日本政府内では 1951 年 11 月には在日朝鮮人の日本国籍の喪失に伴い、在日朝鮮
人の教育問題にも変更が生じる可能性を示唆していた。対日講和条約の締結から二ヶ月が





80 「재일동포의 법적지위문제에 관한 건」1951 년 7 월 3 일『동북아역사넷』、（「在日同
胞の法的地位問題に関する件」1951 年 7 月 3 日『東北亜歴史ネット』）、2019 年 10 月 5
日閲覧、http://contents.nahf.or.kr/item/item.do?levelId=kj.d_0001_0030_0050
81 「재일한국인 국적과 지위문제에 관한 한국대표의 입장」1951 년 7 월『동북아역사넷』
（「在日同胞の国籍と地位問題に関する韓国代表の立場」1951年 7月『東北亜歴史ネット』）




































































1952 年 2 月 4 日に開催された第 28 回会談には、日本側から文部省の要人が参加し、対
日講和条約の発効後に在日朝鮮人が喪失する権利の一つに「義務教育を受ける権利」があ
るという主張が行われた88。義務教育を受ける権利は日本国民固有の権利であるため、日
85 「国籍処遇小委員会（第二五回）」1952 年 1 月 29 日、浅野他編『日韓国交正常化問題資
料』、246 頁。
86 「国籍処遇小委員会議事録（第二五回）」1952 年 1 月 29 日、浅野他編『日韓国交正常化
問題資料』、246-247 頁。
87 「文部省苦境に立つ―朝鮮人子弟の教育問題―」『防長新聞』、1952 年 5 月 5 日。



























89 「제 29 차, 1952. 2. 4」, “제 1 차한일회담,”（「第二十九回、1952.2.4」『第一回韓日会談』）
、1952 年 2 月 4 日 , 1006-1007 頁 , 『동아닷컴』（『東亜ドットコム』）、2018 年 2 月 19 日閲
覧。
90 「国籍処遇小委員会（第二八回）」1952 年 2 月 4 日、浅野他編『日韓国交正常化問題資
料』、262 頁。











に配慮する内容を通達に盛り込んでいく。その配慮が反映されるのが、後述する 1953 年 2
月 11 日に送られた在日朝鮮人の就学義務の停止に関する通達95である。これについては、
第五章で詳述する。
94 「제 29 차, 1952. 2. 4」, “제 1 차한일회담,” （「第二十九回、1952.2.4」『第一回韓日会談』）
、1952 年 2 月 4 日 , 1008 頁 , 『동아닷컴』（『東亜ドットコム』）、2018 年 2 月 19 日閲覧。
95 「朝鮮人の義務教育学校への就学について」（文初財七四号）初中局長発 都道府県教
























































































































8 「私立學校の設置も可能―在日朝鮮人の教育に新措置か―」『内外教育版』1952 年 7 月 8
日、2 頁。『内外教育版は、1936 年に設立された日本の最有力通信社である同盟通信社を引
き継いだ時事通信社が発行する情報誌である（時事通信社ホームページ「会社概要」『時事
ドットコム』、2018 年 2 月 19 日閲覧、http://www.jiji.com/c_profile/profile.html）。
9 「公立朝鮮人学校は廃止―文部省・私学へ切替え方針決る―」『日本教育新聞』、1952 年













































12 李東準『日本にいる朝鮮の子ども』（春秋社、1951 年）、98 頁。
13 渡辺威「東京都立朝鮮人學校職員の待遇その他について」朝鮮人學校 P.T.A 全國連合会































は、2 人の担任が 1 クラスを受け持った。二人の担任とは、在日朝鮮人、日本人それぞれ 1
人ずつである。当時、実際に生徒だった朴基碩























機関誌『平和と教育』第 1 号、1953 年 17 頁、朴慶植編『在日朝鮮人関係資料集成―戦後





































23 代田昇「思ひ出と願い」『平和と教育』創刊号、1952 年、18 頁、朴慶植編『在日朝鮮人































27 いしかわあつし「教室の片隅で」『平和と教育』第 3 号、1952 年、32 頁、朴慶植編『在




























































新聞』朝刊、1952 年 8 月 24 日 3 面。
163
1950 年に入ると、日本共産党の運動方針の変化が起こり、またその変化が在日朝鮮人の





















同年夏には所感派が 1950 年 6 月 25 日の朝鮮戦争の勃発に応じて、中国式の軍事闘争路
34 日本共産党中央委員会『日本共産党の六十年―1922-1982―』（日本共産党中央委員会出
版局、1982 年）、129-130 頁。
35 「野坂参三氏を非難 コミンフォルム機関紙 野坂氏批判問題」『朝日新聞』朝刊、1950
年 1 月 8 日、1 面。
36 日本共産党中央委員会『日本共産党の六十年』、129-132 頁。
37 「マッカーサー元帥所感全文 総司令部特別発表 共産党追放」『朝日新聞』朝刊、1950












であった。日本共産党の朝鮮人党員指導部が設けた民族対策部は、その三日後の 6 月 28
日にはｃし、朝鮮半島の情勢に積極的に応じていた43。祖防委は、祖国と組織の防衛強化





















県地区委員会宛、1950 年 9 月 3 日、朴慶植編『朝鮮問題資料叢書』第 15 巻、121-122 頁。
46 同上、121-122 頁。
47 「祖防委の確立強化に全力を集中せよ！」『新朝鮮』第 26 号、1951 年 5 月 15 日、朴慶
植編『朝鮮問題資料叢書』第 10 巻、13 頁。
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48 不破『日本共産党にたいする干渉と内通の記録』、323-324 頁 ; 「日本共產黨第四囘全國
協議會決定」1951 年 2 月、朴慶植編『朝鮮問題資料叢書』第 15 巻、130 頁。


















日本政府に認識された。3 月 7 日、都立朝鮮人学校の PTA大会が開催され、在日朝鮮人生












56「衆議員法務委員会第 11 号」『国会議事録』1951 年 3 月 20 日、田中榮一（警視総監）。
57 同上。
58 同上。
59 「都の条例」とは、1950 年 7 月 3 日に改正された「集会、集団更新及び集団示威運動に
関する条例」（昭和 25 年 7 月 3 日条例第 44 号）だと考えられる。同条例第一条では、集会
を開催する際には、東京都公安委員会の許可を得ることが規定されている。
60 「参議院法務委員会第 10 号」『国会議事録』1951 年 3 月 29 日、田中榮一（警視総監）。













【図表 17】民戦傘下単一団体表（1953 年 9 月 10 日現在）
























教諭との重要な連携が生まれたことを意味したといえる69。朝教組の活動は、1955 年 3 月
の廃校まで続けられた。

















から 2 か月後の 6 月、東京都の川崎周一教育長は、講和発効による在日朝鮮人教育への影
響について自身の見解を示した。川崎は、「講和発効と共に独立国民―外国人となるわけだ
68 동경도립조선인고등학교, 동경도립조선인중학교「1951 년도 학교보고서」1952 년 4 월



































77 「在日朝鮮人教育を語る」『平和と教育』創刊号、1952 年、12 頁、朴慶植編『在日朝鮮





79 「在日朝鮮人教育を語る」『平和と教育』創刊号、1952 年、12 頁、朴慶植編『在日朝鮮






















ように川崎教育長は在日朝鮮人の就学義務を廃止する方針を明らかにする。9 月 27 日に通
知された「朝鮮人子弟の公立小、中学校及び高等学校への就学について」（東京都教育長通
知）には、次のような内容が示されていた。
80 山之内一郎「日本の知識人の義務」『平和と教育』創刊号、1952 年、6 頁、朴慶植編『在
日朝鮮人関係資料集成』第 10 巻、192 頁。
81 安倍能成は、東京帝国大学卒業後、法政大学教授を経て、京城帝国大学で 15 年教鞭を
とった。
82 中見真理「安倍能成と朝鮮」『清泉女子大学紀要』54、（2006 年）、64 頁。
83 内鮮融和論とは、朝鮮人を日本人に同化させること目指した運動である。
84 中見「安倍能成と朝鮮」、74-75 頁。
85 梶井陟「安倍能成における朝鮮―朝鮮語を考える（最終回）―」『季刊 三千里』第 19
号、（1979 年）、203 頁。
86 「朝鮮人子弟の教育を守るために―公立朝鮮人学校私立移管反對署名趣旨書―」『平和


















































































と教育』第 2 号、1952 年、1 頁、朴慶植編『在日朝鮮人関係資料集成』第 10 巻、202 頁。
97 李光鎬「学校を守るために」『平和と教育』第 3 号、1952 年、52 頁、朴慶植編『在日朝




1958 年 , ICRC Archives, Geneva, Switzerland, B AG 232 105 026）
第四節 在日朝鮮人の就学義務の停止と公立朝鮮人学校廃止の見送り
私立移管反対運動は、文部省や都の教育庁の政策に大きな影響を与えた。先述したよう








100 「特集 国際理解教育三つの話題―動乱の彼方につながる B の例・・朝鮮人學校―」
『内外教育版』、1953 年 6 月 30 日、5 頁。
101 東京都立朝鮮学校教職員組合情報宣伝部編「民族の子」、23 頁 ; 梶井『都立朝鮮人学校
の日本人教師』、166 頁。
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委あて、1953 年 2 月 11 日（自民党政調会外人教育小委員会『外人教育関係資料』、132 頁。）。
103 日本教育学会教育制度研究委員会ほか『在日朝鮮人とその教育資料集』、32 頁。
104 「宙に迷う朝鮮人児童―講和後初の入学期 まだ出さぬ就学通告―」『読売新聞』朝刊、
1953 年 2 月 19 日、7 面。
105「特集 国際理解教育三つの話題―動乱の彼方につながる Bの例・・・朝鮮人學校―」























ぼす治安問題への影響を懸念して 12 月 8 日の文部委員会において次のように述べた。大達
は、文部省として「大体の考え方をまとめ」て「関係方面と協議をして」いるが「十分な
106 『社会タイムス』は、1952 年に創刊された日本社会党左派系の新聞である。
107 「名目は移管でも実際は閉鎖―あの辱しめ、もう御免だ―」『社会タイムス』1952 年 7
月 12 日、2 面。
108 「極左の指令で動く朝鮮人学校―無視される法規 手ぬるい当局に批判の声―」『読売







































































































文を駁す」『北極星』第 7 号、1952 年 6 月 10 日、朴慶植編『朝鮮問題資料叢書』第 15 巻、
160 頁。
121 解放新聞社は、『解放新聞』を発行していた新聞社である。『解放新聞』は、1945 年 10
月『朝鮮民衆新聞』として発行され、その後 1946 年 8 月に『ウリ新聞』、同年 9 月から『解
放新聞』と改称された。その後は、朝連の機関誌的な役割を果たし、朝連解散後も報道を
続けた。『解放新聞』は、1950 年 8 月 2 日に停刊し、1952 年 5 月に復刊した（小林聡明『在
日朝鮮人のメディア空間―GHQ 占領期における新聞発行とそのダイナミズム―』、（風響社、
2007 年）、20 頁。）。






















































127 동경도립조선인고등학교, 동경도립조선인중학교 PTA「1952 년도 학교보고서」（東京
都立朝鮮人高等学校、東京都立朝鮮人中学校 PTA「1952 年度学校報告書」）、1954 年 4 月























民族派の影響は、民戦の活動方針や教育現場にも投影されつつあった。1952 年 12 月に
129 서만술「김일성주석님의 애국유산, 총련은 이렇게 결성되였습니다」『김일성주석회고
기(1)』（조선로동당출판사、2004 년）、p. 25. （徐萬述「金日成主席の愛国遺産、総連は
このように結成されました」『金日成主席回顧記(1)』(朝鮮労働党出版社、2004 年)）
130 韓徳銖『主体的海外僑胞運動の思想と実践』、159 頁。
131 김일성「재일조선인운동은 민족적애국운동으로 되여야 한다―재일조선인 련락원과
한 담화 1952 년 12 월 2 일―」『재일조선인운동의 강화발전을 위하여』、p. 13. （金日成
「在日朝鮮人運動派民族的愛国運動にならなければならない―在日朝鮮人連絡員と行った














は、都立朝鮮人学校中等部 1 年の教科目に 1951 年から 1953 年の間に変化が見受けられる
点である。1951 年のカリキュラムでの時間の配当は、朝鮮語が週五時間、朝鮮の歴史と地
理が各週 2 時間、日本語は週 2 時間であった138。それに対し、1953 年は、朝鮮語が週 7 時















12 月、16 頁、朴慶植編『在日朝鮮人関係資料集成―戦後編―』第 4 巻、（不二出版、2000
年）、67 頁。
138 동경도립조선인고등학교, 동경도립조선인중학교「1951 년도 학교보고서」（東京都立
朝鮮人高等学校、東京都立朝鮮人中学校「1951 年度学校報告書」）、1952 年 4 月 30 日、13
頁、朴慶植編『在日朝鮮人関係資料集成』第 7 巻、4 頁。
139 동경도립조선인고등학교, 동경도립조선인중학교 PTA「1953 년도 학교보고서」（東京
都立朝鮮人高等学校、東京都立朝鮮人中学校 PTA「1953 年度学校報告書」）、1954 年 6 月
1 日、10 頁、朴慶植編『在日朝鮮人関係資料集成』第 7 巻、10 頁。





























部「10.19 学校閉鎖 4 周年記念教育闘争指針」）、1953 年 9 月 8 日、B01-03237、朝鮮大学
校在日朝鮮人関係資料室所蔵。
141 림광철「『전술가』와 민족교육」（「林光徹「『戦術家』と民族教育」」）『解放新
聞』、1954 年 6 月 24 日、4 面。
142 内鮮一体とは、朝鮮が日本の植民地支配に置かれた際、朝鮮の同化を目的として掲げ
られたスローガンである。
143 리진규「재일 조선인 교육의 현상」（李珍圭「在日朝鮮人教育の現状」）; 公安調査庁

































































150 「祖国統一위한 闘争・生活・民族教育등 在日朝鮮人의 権利保障하라―共和国政府 
日政에 抗議―」（「祖国統一のための闘争・生活・民族教育等在日朝鮮人の権利保障せよ―












外政策が柔軟化を背景に進められた。1953 年 3 月 6 日、ヨシフ・スターリン（Joseph Stalin）
が死去すると、後継の指導者となったゲオルギ・マレンコフ（Georgi M. Mallenkov）と、
ニキータ・フルシチョフ（Nikita. S. Khrushchev）は対日政策を見直し始めた。ソ連の対日













전』、（1973 年） 、p. 76.（社会科学出版社編『朝鮮文化語辞典』）; 文嬉眞「北朝鮮におけ
る言語政策―『第 1 次・第 2 次金日成教示』の分析―」『愛知学院大学語研紀要』37(1)、2012
年 115 頁。）
155 한덕수「재일조선인운동의 전환에 대하여」（韓徳銖「在日朝鮮人運動の転換について」）
、1955 年 3 月 11 日、28-29 頁、朴慶植編 『朝鮮問題資料叢書』第 9 巻、624 頁。
156 韓徳銖『主体的海外僑胞運動の思想と実践』、160 頁。
157 「中華人民共和国政府およびソヴィエト社会主義共和国連邦政府の日本に対する関係




























160「대일 관계에 관한 조선민주주의인민공화국 외무상의 성명 1955 년 2 월 25 일」『로동
신문』、1955 년 2 월 26 일（「対日関係に関する朝鮮民主主義人民共和国外務相の声明 1955
年 2 月 25 日」『労働新聞』、1955 年 2 月 26 日。）
161 「党中央の在日朝鮮人運動の転換について」1955 年 3 月、朴慶植編『朝鮮問題資料叢
書』第 15 巻、389 頁。
162 同上。
163 同上。
164 中央民対会議「中央民対会議の結語」1955 年 3 月 3 日、朴慶植編『朝鮮問題資料叢書』
第 15 巻、388 頁。
165 「党中央の在日朝鮮人運動の転換について」1955 年 3 月、朴慶植編『朝鮮問題資料叢
書』第 15 巻、390 頁。
189
人運動の転換だと主張したのであった166。
1955 年 3 月 3 日に開かれた民族対策部の会議では、在日朝鮮人の日本共産党からの離脱





















166 한덕수「재일조선인운동의 전환에 대하여」（韓徳銖「在日朝鮮人運動の転換につい
て」）。
167 中央民対会議「中央民対会議の結語」1955 年 3 月 3 日、朴慶植編『朝鮮問題資料叢書』
第 15 巻、388 頁。
168 한덕수「재일조선인운동의 전환에 대하여」（韓徳銖「在日朝鮮人運動の転換について」）
。
















売新聞』朝刊、1952 年 8 月 22 日、3 面。
191
（出典：「朝鮮学校 私は“気違い病院”と呼ぶ―インターで朝礼 つるし上げに日を暮す―」
『読売新聞』朝刊、1952 年 8 月 22 日、3 面。）


































左派政党を指すものと推測できる（山口県教職員組合編「小学生日記」1953 年 5 月～8 月
































179 吉田茂『回想十年』上、（中央公論新社、2014 年）、458 頁。
180 貝塚茂樹「文相大達茂雄と教育二法」『戦後教育史研究』19、（2005 年）、18 頁。

































































推定 1954 年 3 月末から 4 月]、朴慶植文庫、滋賀県立大学所蔵。




























































197 「参議院文部委員会第 30 号」『国会議事録』1954 年 4 月 27 日、大達茂雄文相。
198 東京都立教育研究所『戦後東京都教育史上巻』、112 頁。
199 「衆議院地方行政委員会第 81 号」1954 年 10 月 7 日 松沢一鶴東京都教育委員会委員
長（以下、「衆院地方行政委員会第 81 号」）。






























9 月 18 日の協議に参加していた外務省代表者からは、朝鮮人学校側の動向について重要
な報告があった。それは、「北鮮系」すなわち民族派は都立学校の廃止を覚悟しているとい




て解決することが望ましいと考えられていたという（『昭和 30 年第 3 回東京都教育委員会
定例会議録 第二号』1955 年 3 月 11 日、開示請求受付日 2013 年 9 月 12 日。）。












に廃止が可決された209。これを踏まえて都教委は、10 月 5 日に都立朝鮮人学校 PTA 連合
会の責任者に、1955年 3月 31日をもって都立朝鮮人学校全 15校を廃止すると通告した210。













209 東京都議会議会局『東京都議会月報』第 70 号、（1954 年）、28 頁。
210 「参議院文部委員会第 19 号議事録」『国会議事録』1954 年 10 月 9 日、斎藤正 ; 「朝鮮
人学校へ廃校通告」『読売新聞』夕刊、1954 年 10 月 5 日、3 面。
211「衆院地方行政委員会第 81 号」。
212 都立朝鮮人学校 15 校のうち、都立朝鮮人第五学校と都立朝鮮人第八学校の 2 校を除い
ては、1950 年以降児童数が増加した。15 校の総児童数は、1950 年には 3791 名であったの
に対し、1954 年には 5445 名まで増えた。（東京都立朝鮮人第三小学校 PTA「朝鮮人学校の
栞―本校を中心として―」1954 年 11 月 10 日、7 頁、朴慶植編『在日朝鮮人関係資料集成』
第 7 巻 107 頁。）。









点となったのは廃止後の学校の措置についてであった。先述した 9 月 18 日の協議では、都
立朝鮮人学校廃止後の措置に関して、私立学校化や各種学校化のための設立認可申請を審
議する私学審議会に対して東京都や文部省がどのように連携するのかについて話し合われ
た217。10 月 7 日の地方行政委員会でも、松沢都教育長は廃止後の都立朝鮮人学校は「私立
の学校の場合もございましようが、各種学校の場合も出て来る」218と複数の可能性を提示
















215 「衆院地方行政委員会第 81 号」、松沢一鶴。
216 文部省からの「指示」があったかどうかは重要な点ではあるが、本稿ではその実態は
依然確認できていない。
217 「都立朝鮮人学校運営状況―覚書及び細目に対する違反事実―」1954 年 5 月 25 日『全
面公開を求める会』（日本公開の日韓会談文書 第五次開示決定文書）。
218 「衆院地方行政委員会第 81 号」 松沢一鶴。
201
めた219。































































227 「平和的共存을 志向하는 日本国民들과 統一行動을 堅結히 組織하자!」（「平和的共存
を志向する日本国民と統一行動を堅く組織しよう！」）『解放新聞』、1955 年 1 月 28 日、1
面。
228 坪井『在日同胞の動き』、505 頁; 調査第二部第一課「在日朝鮮人団体の現状」1955 年
3 月 1 日、30 頁、井上敏夫ほか編・解説・解題『朝鮮戦争下公安関係資料』、178 頁。
229 「如何한 形態라도 要는 「民族教育」維持를 爲한 保障問題―東京連合理事長최용근
씨談―」（「いかなる携帯でも要は『民族教育』維持のための保障問題―東京連合理事長崔
























1954 年 8 月に北朝鮮政府が発表した海外公民宣言の内容と合致していた。
他方、私立移管に反対し「共同闘争」を展開してきた日共派や、それに従ってきた学校




230 東京都立朝鮮人学校教職員組合「第五回臨時総会闘争経過報告書―1954 年 9 月 30 日～







こうして、残ったのは日本人教諭の身分保障の問題であった。1955 年 2 月、都立朝鮮人






身分保障問題が解決し、3 月 3 日、都立朝鮮人学校 PTA 連合会は崔瑢根を責任者とする
私立各種学校としての東京朝鮮学園の設立を東京都教育庁に認可申請した235。これを受け













































240 「東京우리各學校 難関뚫고 四月부터 새形態로 出発―都에서의 예산겨우 一五八〇
만원―」（「東京の私たちの各学校 難関を超えて四月から新形態で出発―都からの予算や





里中学校は 1959 年に公立学校としての自主廃止を行い、多くの学校は 1965 年以降に私立
各種学校化された。






（出典：「재일조선인학교 전국련합회 재일조선인교육자동맹 대회결정서」（在日朝鮮人学
校全国連合会 在日朝鮮人教育者同盟大会決定書）（1954 年）を基に筆者作成。B01-3233
、朝鮮大学校在日朝鮮人関係資料室所蔵。）
神奈川 愛知 大阪 兵庫 茨城 千葉 岩手 宮城 青森 静岡 三重 京都 愛媛 岡山 広島 山口 鳥取 和歌山 北海道
小学校 10 9 14 1 1 1 3 2 1 1 1 5 4 1 1 1 2
中学校 1 3 2 1 1 1 1 1 1 1 1





東京 神奈川 愛知 兵庫 千葉
小学校 1 6 3 8 4
神奈川 愛知 大阪 兵庫 茨城 埼玉 山形 岐阜 三重 滋賀 京都 福岡 香川
小学校 3 5 10 3 10 6 1 7 6 18 10 8 1
中学校 1 1 1 1 1 1
大阪 兵庫 千葉 福島 宮城 岡山 鳥取 和歌山 福井
1 1 1 4 5 9 1 3 7
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第六章 北朝鮮の「平和的統一」政策と対日接近
1950 年 6 月、朝鮮戦争が勃発した。しかし、その年の暮には戦線が膠着し、その翌年 7
月には米朝両国は停戦交渉を開催することとなった。交渉は難航したが、それから約二年


































































1950 年 6 月 25 日に勃発した朝鮮戦争は、朝鮮半島内部における民族的な対立と、東西
陣営間の対立が結び付いたものであった。日本の朝鮮半島からの撤退により、朝鮮半島に
は力の真空が生まれた。その真空を埋めようと、朝鮮半島に入り込んだのが米ソ両国であ




か、体制原理の選択を迫られたのである。1948 年 8 月には大韓民国（韓国）が、1948 年 9
月には朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）がそれぞれ成立した。韓国の李承晩初代大統領
は、「北進統一」を、北朝鮮の金日成は「国土完整」を訴え、当初は両者が武力による統一
を掲げていた5。そして、1950 年 4 月、「国土完整」を訴えた金日成首相はスターリンより
3 ブルース・カミングスによれば、1945 年 9 月に米軍が朝鮮半島に上陸してから、約 3 ヶ
月の間に下された諸決定は、戦後の「南朝鮮」の基本的な政治構造を規定したという。す
なわち、その間に「南朝鮮」の「右翼独裁政治」が登場しうる条件が作り出されたという
ことである(Bruce Cumings, “Chapter Five, Forging a New Order: The Entry of American Forces
and Policies Torward the Bureaucracy, the Police, and the Military,” The Orgins of the Korean
War: Liberation and the Emergence of Separate Regimes 1945-1947 v1, (Princeton, N. J.:
Princeton University Press, 1981), 135-178.)。それに対し、ソ連は 1945 年 8 月 21 日に北朝鮮
の元山に到着したが、ソ連の対朝鮮政策が不確定であったこと、またソ連の朝鮮半島に対
する関心は東欧の衛星国よりも低かったことなどにより、北朝鮮には大きな自由裁量権が
認められたという。 (Bruce Cumings, “Chapter Eleven, The North Wind,” The Orgins of the
Korean War: Liberation and the Emergence of Separate Regimes 1945-1947 v1, 382-427.)
4 Bruce Cumings, “Chapter Three, August to September 1945: Revolution and Reaction,” The
Orgins of the Korean War Liberation and the Emergence of Separate Regimes 1945-1947 v1,
68-100.























6 和田『朝鮮戦争全史』、102-104 頁 ; 下斗米『モスクワと金日成』、88-89 頁。
7 和田『朝鮮戦争全史』、277-278 頁。
8 和田『朝鮮戦争全史』、254 頁。
9 Draft text of a proposed presidential statement on Korea, March 23, 1951, FRUS, 1951, Korea
and China (in two parts), vol. VII, Part1: 263-264.
10 Ibid., 292.
11 The secretary of State to certain diplomatc office, March 24, 1951, FRUS, 1951, Korea and
China (in two parts), vol. VII, Part1: 265-266; 和田『朝鮮戦争全史』、291-292 頁。
12 李鍾元『東アジア冷戦と韓米日関係』（東京大学出版会、1996 年）、26 頁。
13 和田『朝鮮戦争全史』、307 頁。
14 同上、306 頁。
15 「북미합중국은 왜 정전협정을 제의하게 되였는가?」『로동신문』、1951 년 7 월 4 일.







7 月には、北朝鮮政府は停戦に向けた方針を発表した。7 月 3 日、北朝鮮政府は労働新
聞一面に、朝鮮問題を平和的に解決するための二つの方法を示したのである。その方法と
は、第一に軍事行動を中止させること、第二に停戦協定を締結することであった17。そし
て、7 月 4 日の労働新聞では、停戦に向けたより具体的な方針が示された。それは、第一
に朝鮮問題は朝鮮人だけで解決すること、第二に「外国侵略者」を撤退させることであっ
た。ここにおける北朝鮮政府の主張は、北朝鮮はこれまで一貫して朝鮮問題の平和的解決








そして、1951 年 7 月 10 日から開城で停戦に向けた会談が開催されることとなったが、
停戦交渉は難航した。軍事分界線の設定や捕虜の交換をめぐって論争が続いたのである20。
会談中も戦争は継続していた。最終的に停戦協定が結ばれたのは、会談開始から約二年後




17 「조선문제의 평화적해결의 첫걸음」『로동신문』、1951 년 7 월 4 일.（「朝鮮問題の
平和的解決の第一歩」『労働新聞』、1951 年 7 月 4 日。）
18 「북미합중국은 왜 정전협정을 제의하게 되였는가?」『로동신문』、1951 년 7 월 4 일.
（「北米合衆国はなぜ停戦協定を定義するようになったのか？」『労働新聞』、1951 年 7 月
4 日。）
19 同上。






米ソ両国の政権交代を背景に、7 月 27 日板門店において停戦協定が締結されることとなっ
た24。ただし、李承晩大統領は休戦に反対しこれに参加しなかった。李は、韓国成立以来
掲げてきた「北進統一」を堅持していたためであった25。
1953 年 10 月 1 日、韓国の安全保障に対する米国のコミットメントが規定された米韓相
互防衛条約が締結された。この条約は、停戦協定の内容を大きく逸脱していた。たとえば












21 Edward C. Keefer, “President Dwight D. Eisenhower and the End of the Korean War,”
Diplomatic History10(3), (1986): 268. https://doi.org/10.1111/j.1467-7709.1986.tb00461.x
22 「ソ連新首相きまる ゲオルギ・マレンコフ氏」『朝日新聞』号外、1953 年 3 月 7 日、1
面。
23 「マ・ソ連首相対米呼びかけ 紛争の平和解決可能 ソ連」『朝日新聞』朝刊、東京本
社版、1953 年 3 月 16 日、1 面; 田中『日ソ国交回復の史的研究』、62 頁。
24 “Agreement between the Commander-in-Chief, United Nations Command, on the one han
d, and the Supreme Commander of the Korean People's Army and the Commander of the
Chinese People's volunteers, on the other hand, concerning a military armistice in Korea,”




27 「米韓相互防衛条約（アメリカ合衆国と大韓民国との間の相互防衛条約」1953 年 10 月





















ソ連の対外政策の変化は、東西対立に一時的な「雪解け」をもたらした。1953 年 7 月、
1950 年 6 月から続いた朝鮮戦争が休戦に至り、両陣営は交渉による安定の成立を目指し始





29 「미제의 우리측 포로에 대한 음모는 감출수 없다」『로동신문』、1953 년 10 월 6 일.
（「米国の我らの捕虜に対する陰謀は隠すことができない」『労働新聞』、1953年 10月 6日 .）
30 田中『日ソ国交回復の史的研究』、63 頁。
31 Proposal of the Soviet Delegation, February 15, 1954, United States Department of Stat
e, FRUS, 1952-1954, Germany and Austria (in two parts), vol. VII, Part 1,

















た37。4 月 7 日には、ダレスが李承晩に会議参加への意向を伺った38。その結果、会議開催
の一週間前の 4 月 19 日に韓国政府が参加を表明するに至った39。
以上見てきたように、朝鮮戦争停戦以降、東西両陣営は朝鮮問題の「平和的解決」を目
32 United States Delegation Record of the Second Restricted Meeting of the Berlin Confer





35 “Memorandum by the Secretary of State to the Under Secretary of State (Smith),” Augu




37 “The Ambassador in Korea (Briggs) to the Department of State,” April 6, 1954, United
States Department of State, Foreign Relations of the United States, 1952-1954, The Gene
va Conference, vol. XVI, (Washington: GPO, 1981), p.74; 李鍾元『東アジア冷戦と韓米日関
係』、83-86 頁。
38 “The Secretary of State to the Embassy in Korea,” April 7, 1954, United States Department of
State, Foreign Relations of the United States, 1952-1954, The Geneva Conference, vol. XVI,
(Washington: GPO, 1981): 77.
39 “The Ambassador in Korea (Briggs) to the Department of State,” April 18, 1954, United States
Department of State, Foreign Relations of the United States, 1952-1954, The Geneva Conference,




結果、1954 年 4 月末、停戦後の朝鮮半島情勢の安定化と、インドシナ戦争の停戦実現を目
























41 조선중앙통신사『조선 중앙 년감―1945-1955―』（朝鮮中央通信社『朝鮮中央年鑑―





























42 鐸木昌之『北朝鮮―社会主義と伝統の共鳴―』、（東京大学出版会、1992 年）、28 頁、[以
下、『北朝鮮』と略記]。
43 鐸木『北朝鮮』、28 頁。
44 조선중앙통신사『조선 중앙 년감』（朝鮮中央通信社『朝鮮中央年鑑』）、p. 315.
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50 “International Supervision,” U. S. Department of State, The Korean Problem at the Geneva
Conference, (Washington D. C. : Department of State Publication, 1954), p. 8.
51 조선중앙통신사『조선 중앙 년감』（朝鮮中央通信社『朝鮮中央年鑑』）、p.333.
52 同上、p. 335.
53 同上、p. 323.
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部」における革命が、北よりも著しい遅れをとっていると認識し始めた。1954 年 12 月 29
日に、金は朝鮮労働党中央委員会政治委員会において「現段階における朝鮮革命の性格と
59 『金日成著作集』2、（外国文出版社、1980 年）、298 頁。
60 同上、299 頁。
61 同上、299 頁。
62 Charles K. Armstrong, The North Korean revolution, 229.
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（出典：「공화국 교육정책 받들고―PTA・교동, 전체대회―」（「共和国の教育政策を受け
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第七章 北朝鮮からの教育援助費と奨学金
1957 年 4 月、北朝鮮政府は総連に「教育援助費と奨学金」を送金した。その時、送金さ












1 こ の 金額は、4 月 8 日と 1 5 日二回に分けて送られた資金の合算である（坪井
『 在 日同胞の動き』、 656 頁 。）。





3 高麗人とはロシアや中央アジアに在住するコリア系の移民である。多くは 19 世紀末から
20 世紀初頭に朝鮮半島から移住した。
4 Brubaker and Kim, “Transborder Membership Politics,”: 50; 조영남、유호열、한만길『북
한의 재외동포정책』（집문당、2002 년）、p. 220. （チョ・ヨンナム、ユ・ヒョヨル、ハン・
マンギル『北韓の在外同胞政策』（チプムンダン、2002 年））










1956年 99,254 95,598 3,656
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北朝鮮政府が送金の意向を総連に初めて直接伝えたのは、1955 年 9 月に総連の祖国訪問







結局、祖国訪問使節団の渡航が許可されたのは 8 月末であり、9 月に平壌を訪問するこ
とができた18。ただし、この訪問は再入国を許可しない渡航であった。林率いる祖国訪問
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題一件 第一巻』、日本外務省文書、K’-3.2.2.9.
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接見―党と政府要人らも同席―」）『解放新聞』1955 年 10 月 4 日。
20 김일성「총련의 애국운동로선은 정당한 로선이다」（金日成「総連の愛国運動路線は正
当な路線だ」）、p. 30.
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正当な路線だ」）、p. 30.
29 「駐平壌ソ連大使 V. I. イワノフ公式日誌」1955 年 10 月 1 日、Moscow: Arkhiv
Vneshnei Politiki Rossiiskoi Federatsii, RGANI, Fond 5, Opis 28, Delo 412, trans.
Maryana Smazhennaya Arkhiv Vneshney Politiki Rossiiskii Federatsii（ロシア連邦外交史
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November 22, 1958, History and Public Policy Program Digital Archive, PRC FMA 204-00064-02,
































39 在日朝鮮人教育會中央委員會、在日朝鮮人教職員同盟中央委員會「要請書」1955 年 11
月 27 日、『在日朝鮮人の北朝鮮帰還問題一件 第一巻』、日本外務省文書、K’-3.2.2.9.
257
い。












2 月 3 日に総連代表者は前向きな回答を求めて、今度は森下國雄外務省政務次官と面会
した41。総連代表者に加え、前年 10 月に訪朝した帆足計や日朝接近に積極的な石野久男42、














40 「北鮮人教育問題陳状団の来訪について」1956 年 1 月 30『日朝関係（出入国関連案件）
昭和 31 年 2 月 1 日』、日本外務省文書。
41 「2 月 9 日解放新聞在日朝鮮総連機関紙記載（全訳）“朝鮮赤十字代表の入国を肯定”―










（International Committee of the Red Cross, ICRC）に仲介させるという方法で行うことにつ
いて合意されたのである。























46 「衆議院外務委員会第 5 号」『国会議事録』1956 年 2 月 14 日、李珍圭（総連教育部長）。







































（「北鮮帰国問題協議会の件」1956 年 3 月 6 日『日朝関係（出入国関連案件）昭和 31 年 2
月 1 日』、日本外務省文書。）。











日本政府の立場を支えるように、それから一年後の 1958 年 7 月 3 日の外務委員会において
も教育費の問題が取り上げられた際、日本赤十字社の井上益太郎外事部長も教育費の受け
入れに関する日本政府の関与を否定した53。





副相は送金の実現に向けた努力を続ける必要があると主張した。6 月 10 日にも、李
は既に北朝鮮では教育費送金の準備を終え、「日本政府の善処を期待している」55という談
話を発表し、日本側の受け入れ態勢の整備を求めた。








53 「衆議院外務委員会第第 5 号」『国会議事録』1958 年 7 月 3 日、井上益太郎。
54 「재일본 조선인 총련합회의 사업을 청취 토의―조국 전선 중앙 위원회 제四三차 회
의에서―」『로동신문』、1956 년 4 월 5 일. （「在日本朝鮮人総連合会の事業を聴取討議―
祖国戦線中央委員会第 43 回会議にて―」『労働新聞』、1956 年 4 月 5 日。）
55 坪井『在日同胞の動き』、656 頁。
56 「北鮮系朝鮮人の陳情に関する件」1956 年 5 月 28 日『日朝関係（出入国関連案件）昭




























係（出入国関連案件）昭和 31 年 2 月 1 日』、日本外務省文書。
58 同上。

























の 11 月であった。11 月 19 日、朝赤中央委員会の李炳南委員長が、送金に関する援助を日
赤に要請したときであった。李は、在日朝鮮人子弟への教育費を送りたいため、送金の実
現方法についての支援をしてほしいと日赤に電報を送ったのである65。
60 Inoue, Report of the Pyongyang Conference, p.14.
61 Inoue, Report of the Pyongyang Conference, p.17.
62 Ibid.
63 Ibid.
64 Inoue, Report of the Pyongyang Conference, p.26.




問い合わせ文書の番号が G448 であったことは判明している。また、その G448 に対する



























C Archives, B AG 280 105 004.
66 A950, Letter from H. C. Angst to Tadatsugu Sh imazu, November 26, 1956, 『在本邦外国人出
入国関係雑件 朝鮮人の部 第一巻』日本外務省文書、開示請求番号 2015-00554. [以下、
『朝鮮人の部第一巻』と略記]
67 G461, Letter from Shimadu to Li Byung Nam, Nov. 28, 1956, Pyongyang, 『日朝関係（出入
国関連案件）昭和 31 年 2 月 1 日』、日本外務省文書 .
68 G460/31 Letter from Masutaro Inoue to Shin Yon Kon, November 28, 1956, 『日朝関係




























































社長は、電報 G448 で ICRC に問い合わせた送金方法、すなわち ICRC




1955 年 12 月 15 日、『在日朝鮮人の北朝鮮帰還問題一件 第一巻』、日本外務省文書、K’-3.
2.2.9.）。
75 井上益太郎『在日朝鮮人帰国問題の真相』、（1956 年）、6 頁。
76 「朝鮮問題」1959 年 5 月『全面公開を求める会』（日本公開の日韓会談文書 第三次開
示決定文書）。
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経由の送金を実施するよう ICRC のレオポルド・ボアシエ（Lépold Boisseier）総裁に正式
に提案したのである77。日赤は、朝赤が ICRC を通して送金することは、日本政府からの
許可を必要とせず、法律上ないし行政手続き上も日本政府からの反対を受けずに済むと
ICRC を説得した。朝赤による ICRC への直接の要請は、ICRC が提示した一つの条件を満








ICRC からの回答を受けて、12 月 11 日、島津は朝赤の李炳南に対し、朝赤が ICRC に直
接連絡さえすれば、ICRC の方ではその準備が整っていることを伝えた。そして、島津は
ICRC 経由の送金が可能である旨を知らせるとともに、朝赤から直接 ICRC に資金を送るよ
う提案した。送金方法に関する緻密な検討を重ねた結果として、島津は次のように伝えた。









77 G471, Letter from President Japancross to Boissier Intercroixrouge, December 3, 1956『朝鮮人
の部第一巻』.
78 レオポルド・ボアシエ（Lépold Boisseier）は、ICRC 総裁である。
79 G482, Letter from Shimazu to Li Byun Nam, Dec. 11, 1956,『在本邦外国人出入国関係
























事実、12 月 29 日に李朝赤委員長に送った電報で、島津は送金に関する「この助言のすべ
ての責任を負う」83と強く確約することで、ICRC 経由の送金への朝赤の同意を求めている。
このように、日赤は送金ルートを主導的に調整した当事者であった。日本政府が提示し
た ICRC を経由させる送金ルートを、ICRC と朝赤に伝え、円滑に進むよう手配したのは日
80 日赤発―北鮮赤十字宛「要旨」12 月 29 日、[筆者推定 1956 年]『朝鮮人の部第一巻』。
81 “News thorough the New Asia News Agency,” (Pyongyang Broadcast, Dec. 14), Dec. 1
9 1956, ICRC Archives, B AG 232 105 004.














1957 年 1 月 11 日、朝赤の李炳南は教育費を日本に送りたいとボアシエ ICRC 総裁に協
力を依頼した84。日本政府が計画に沿うように、朝赤が動き始めたのである。これを受け、









84 A1431, Letter from Li byung nam to Leopold Boisser, 14 JAN 1957, ICRC Archives, B AG 280
105 004.
85 Renseigmnement de la SBS, Transferts en Hong Kong $, Mr. de Weck, 16/1/57, ICRC Archives,
B AG 280 105 004.
86 1850 年代、スイスを拠点として設立された銀行。1998 年には、スイスユニオン銀行と
合併し、UBS AGと名称を変更した。フランス語表記は、Société de Banque Suisse（ SBS）。
（UBSウェブページ「UBSの歴史」『UBS』、2018 年 2 月 19 日閲覧、https://www.ubs.com/j
p/ja/about/history.html.）。
87 Letter from E. de Weck to P. Calderara, “Re: Transfer of funds to Japan,” February 1st, 1957,
ICRC Archives, B AG 280 105 004; Letter from E. de Weck to Harry C. Angst, February 1st, 1957,
ICRC Archives, B AG 280 105 004; Letter from P. Calderara to Comite International de la
Croix-Rouge Geneva, Switzerland, 17th April, 1957, ICRC Archives, B AG 280 105 004.
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な問題も生じたが、4 月 17 日には ICRC が朝赤に香港でも準備が整っていることを伝達し
た88。送金はいよいよ香港を経由して実施されようとしていた。ところが 4 月 23 日、李炳
南から ICRC に思い掛けない連絡が入った89。これまで調整してきたルートは利用されず、
教育費は別のチャンネルを利用して既に送金したというのである。
教育費の送金ルートについては、1958 年 11 月に金日成が周恩来と会談した際に話題に
上がった。教育費の送金方法について周恩来が金日成に問うと、金日成は銀行を通して送
ったと回答している90。ここでは、赤十字を通したとは述べられていない。





















88 Letter from P. Calderara to Comite International de la Croix-Rouge Geneva, Switzerlan d,
17th April, 1957, ICRC Archives, B AG 280 105 004.
89 Letter from Li Byung Nam to Lepold Boissier, 23 AVR 1957, ICRC Archives, B AG 2
80 105 004.
90 "Record of Conversation from the Premier's Reception of the Korean Government Delegation,"
November 22, 1958, History and Public Policy Program Digital Archive, PRC FMA 204-00064-02,
9-25. Translated by Jeffrey Wang and Charles Kraus.
https://digitalarchive.wilsoncenter.org/document/114176
91 Memorandum, From Vice Chairman, Dr. Chang Whan Sohn, President, The Republic of
Korea National Red Cross, 13th April 1959, 8/07/20 K North Koreans Repatriation from Ja
pan (2/2), Catalog No. RCC/1/12/4/233, British Red Cross を基に筆者が図式化した。
92 坪井『在日同胞の動き』、656 頁。
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教育費は、1957 年 4 月 8 日と 15 日の二回に分けて送られてきた95。その資金は、二回分を
合算すると、1 億 2109 万 9086 円（￡120,895,11.11、₩ 50,000,00）96であった。それから約
半年後の 10 月 4 日には再び北朝鮮から教育費が同じルートで送られた97。
93 "Record of Conversation from the Premier's Reception of the Korean Government Delegation,"
November 22, 1958, History and Public Policy Program Digital Archive, PRC FMA 204-00064-02,







97 Memorandum, From Vice Chairman, Dr. Chang Whan Sohn, President, The Republic of
Korea National Red Cross, 13th April 1959, 8/07/20 K North Koreans Repatriation from Ja
pan (2/2), Catalog No. RCC/1/12/4/233, British Red Cross.
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【図表 25】東京朝鮮中・高級学校帰国教職員・学生歓送大会（1961 年 4 月 18 日）
（出典：金徳龍『朝鮮学校の戦後史―1945-1972―』、（社会評論社、2002 年）、176 頁。）
第四節 教育費の用途
1957 年 4 月に二回にわたって北朝鮮からの教育費を受け取った総連は、その用途につい
ての検討に入った。管見の限り、その用途について北朝鮮政府からの指示は見受けられな





本となる。図表 27 に示したように、予算の約 75％が「学校教育費」に用いられる計画で
あった。残りの予算は、それぞれ教科書費、教員養成費、教育指導費、奨学金、予備金に
あてられた。









10 月 1 日の時点での予算額は、5 月に作成された予算額から、多少の修正が加えられた。
それは図表 28 に示されている。10 月の予算額においては、5 月の予算額よりも学校教育費














































学校教育費 教科書費 教員養成費 教育指導費 奨学金 予備金
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が約 134 万円程度上がっており、それは全体の約 79％を占めた。全体の約 8 割が学校教育
費に割かれたのである。つまり、教育費のほとんどは学校運営に使用されることが計画さ
れたのである。
【図表 28】第一次教育援助金の割り当て予算および支出状況（1957 年 10 月 1 日）
単位（円）
（出典：坪井豊吉『在日同胞の動き』（自由生活社、1977 年）、659 頁。）
奨学金は、総額のうち 8％にあたる 1 千万円分があてられた。奨学金は、すぐには支給
されなかった。6 月 28 日から志願者の募集がはじまり、9 月 10 日から 20 日までに総連の
各府県本部の第一次選考によって 367 人が推薦された。第二次選考は総連中央で行われ、
予算額 支出額 支出内訳 備考



































奨学金 10,000,000 0 10月から支出
予備金 3,106,846 0




いての配当額が異なっていた。1 級には 5 千万円、2 級には 3 千万円、3 級には 2 千万円が
配分された。1 級の奨学金に合格したものは、一人につき 100 万円が、2 級合格者には 30





























の朝鮮大学校建設委員会を中心に 1955 年 9 月から本格的に討議され、その翌年 4 月には朝
鮮大学校が設立されていた105。しかし、学校が設立されても仮校舎で授業が実施され、教
育施設は十分に整っていなかった。朝鮮大学建設の計画の段階から校舎の建設費用を賄う









나라에서 나라에서 돈을 보내주른
꿈결에도 꿈결에도 생각을 못했지요
교육원조비 장학금의
많고 많은 귀한 돈을
바다너머 저멀리 조국에서 보내왔어요
아 수령님의 높고 큰 이 사랑을




主義思想をもった人材を育成すること」にあった。（재일본 조선인 총련합회 중앙 위원
회『제 3 차 전체대회 보고및 결정집』（在日本朝鮮人総聯合会中央委員会『第三回全体大
会報告及び決定集』）1955 年 9 月 1 日、p. 61、A02-184、朝鮮大学校在日朝鮮人関係資料室
所蔵。）
105 同上、p. 62.
106 同上、p. 62; 坪井『在日同胞の動き』、677 頁
107 坪井『在日同胞の動き』、677 頁。
108 金徳龍『朝鮮学校の戦後史』、176 頁。

































































































































































































































































































































































































































































































































































































1952 年 5 月 20 日長崎収容所に監禁されていた 410 名の朝鮮人を強制的に李承晩徒党に
突き渡した事実をはじめ、既に 30 回余にわたる強制追放を敢行した。このようにして数多
くの朝鮮人愛国者たちは李承晩反徒の憲兵と警察によって野獣的な拷問と虐殺を受けた。
1954 年 2 月 24 日に日本政府は約 1500 名の武装警察を動員し、岡山県水島地区に居住する




1954 年 3 月 19 日、日本政府の通産政務事務次官は、衆議院通産委員会において 1954 年
4 月 28 日から日本に居住する朝鮮人の鉱山権および船舶権を剥奪することを宣言した。
298
1954 年 2 月 12 日、東京都教育委員会は朝鮮児童に母国語による民族教育を受ける自由を
剥奪する所謂 6 項目の制限条件を強要し、1954 年 3 月 11 日東京警視庁は司法警官 50 名を






















































8.15 解放 10 周年記念準備委員会






8 月 15 日 終戦、朝鮮の解放
10 月 15 日-16 日 在日朝鮮人連盟（朝連）の結成
12 月 16 日-26 日 モスクワ外相会談
1946 年
3 月 5 日 イギリス前首相チャーチルによる「鉄のカーテン」演説
6 月 12 日 占領軍が国境警備の強化を日本政府に指令
10 月 14 日-17 日 朝連第三回全国大会開催
11 月 12 日 占領軍が在日朝鮮人を日本国籍保有者として見なす方針を発表
1947 年
1 月 26 日 在日朝鮮人共産党員が朝連フラクション中央指導部を組織
1 月 28 日-29 日 朝連第九回中央委員会において国語講習所の改組を発表
3 月 31 日 教育基本法及び学校教育法の公布
4 月 1 日 教育基本法及び学校教育法の施行
5 月 2 日 大日本帝国憲法下、ポツダム勅令として外国人登録令公布、施行
1948 年
1 月 24 日 1.24 朝鮮人学校閉鎖令
4 月 3 日 済州島 4.3 事件
4 月中旬 阪神教育事件／阪神教育闘争（4.24 教育闘争）の発生
4 月 24 日 占領軍、非常事態宣言を発令
5 月 5 日 朝鮮人教育対策委員会と文部省が「朝鮮人学校に関する問題につい
て」（5.5 覚書）を締結
5 月 30 日 「南朝鮮」単独選挙の実施
8 月 15 日 大韓民国（韓国）成立
9 月 9 日 朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）成立
10 月 8 日 金日成首相が朝連代表を平壌に招請
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12 月 23 日 金日成―朝連代表会談
12 月 2 日 東京に韓国代表事務所設置
1949 年
4 月 4 日 団体規制令施行
4 月 19 日 朝連、教育費の全額保障を日本政府に請願
5 月 25 日 私立朝鮮人学校国費援助案の可決
8 月 23 日 国会で私立朝鮮人学校国費援助案の見送り
9 月 9 日 朝連解散指定
10 月 19 日 10.19 学校閉鎖令
11 月 4 日 川崎市立桜本小学校分校、川崎市立高津小学校分校の設置
11 月 4 日 岡山県の朝鮮人学校（10 校）の公立化
11 月 11 日 横浜市立青木小学校沢渡分校、横浜市立下野谷小学校小野分校の設置
12 月 19 日 山口県下関市立向山小学校大坪分校設置
12 月 20 日 東京都の朝鮮人学校（15 校）の都立化
12 月 24 日 兵庫県尼崎市立武庫小学校守部分校
1950 年
1 月 6 日 コミンフォルム批判
4 月 1 日 兵庫県尼崎市立大庄小学校分校、尼崎市立大島小学校大島分校、兵庫
県尼崎市立立花小学校分校、兵庫県尼崎市立園田小学校分校の設置
6 月 6 日 日本共産党員の公職追放
6 月 25 日 朝鮮戦争の勃発
6 月 28 日 祖国防衛委員会（祖防委）結成
7 月 2 日 大阪市立西今里中学校設置
8 月 25 日 兵庫県伊丹市立神津小学校桑津分校、兵庫県明石市立林小学校船上分
校、兵庫県高砂市立高砂小学校木曽分校の設置
9 月 12 日 岡山県の朝鮮人学校（10 校）の廃止
11 月末 東京都立朝鮮人学校教職員組合（朝教組）結成
1951 年
1 月 9 日 在日朝鮮統一民主戦線（民戦）結成
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2 月 28 日 朝鮮人学校への立ち入り調査
3 月 7 日 朝鮮人学校への立ち入り調査
7 月 8 日 朝鮮戦争停戦会談の開始
9 月 8 日 対日講和条約の締結
10 月 1 日 米韓相互防衛条約締結
10 月 4 日 出入国管理令公布
10 月 30 日 日韓予備会談開始
11 月 1 日 出入国管理令施行
1952 年
4 月 19 日 法務省民事局「平和条約に伴う朝鮮人台湾人等に関する国籍及び戸籍
事務の処理について」を発令
4 月 24 日 対日講和条約の発効、在日朝鮮人の日本国籍失効
4 月 28 日 ペク・スボン論文の発表
12 月 2 日 民戦連絡員、金日成に接見
1953 年
2 月 11 日 文部省「朝鮮人の義務教育学校への就学について」を発令
3 月 6 日 スターリン死去
3 月 15 日 山口県下関市立向山小学校大坪分校の廃止
6 月 3 日 山口県岩国市教育委員会が山口県教組編の『小学生日記』及び『中学
生日記』を回収（山口日記事件）
7 月 8 日 文部省「教育の中立性の維持について」発令
7 月 27 日 朝鮮戦争休戦
10 月 22 日 中央朝鮮師範専門学校（現朝鮮大学校）設立
12 月 8 日 東京都教委委員会、都立朝鮮人学校 PTA 代表に 6 項目を要求
1954 年
1 月 25 日 ベルリン外相会談（米英仏ソ）開催
4 月 26 日 「朝鮮問題の平和的解決」のためのジュネーブ会議開催
4 月 27 日 ジュネーブ会議第二回本会議にて、北朝鮮側が「朝鮮の民族的統一回
復と全朝鮮的自由選挙の実施に関して」発表
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8 月 30 日 北朝鮮南日外相「海外公民宣言」を発表
10 月 12 日 「中華人民共和国政府およびソヴィエト社会主義共和国連邦政府の
日本に対する関係についての共同宣言」（中ソ対日共同宣言）発表
12 月 10 日 鳩山一郎政権の発足
1955 年
2 月 25 日 北朝鮮南日外相「対日関係に関する朝鮮民主主義人民共和国外務相の
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